戦中期銀行合同過程における神戸銀行の店舗展開（後編） ―店舗網競合状況から窺われる「余りにも濃厚な地域的限定性という矛盾」― by 由里 宗之
－1－
総合政策論叢
第 4 号
2 0 1 3 年 3 月
戦中期銀行合同過程における
神戸銀行の店舗展開（後編）
―店舗網競合状況から窺われる「余りにも濃厚な地域的限定性という矛盾」―
由　里　宗　之
1．はじめに
2．神戸銀行発足直前の兵庫県下諸銀行の本店分布状況
ならびに神戸銀行の前身7行の店舗網の位置づけ
（以上、前編［本誌第3巻所載］）
3．銀行合同の進展による播州・全但・兵和3行の成立
4．戦時期の県内諸地域の人口・産業動向と銀行戦略への影響
5．日本銀行の県下銀行合同構想と銀行間の店舗展開・業容拡大競争
6．神戸銀行による兵庫県下「実質的一県一行」の達成と
継続する店舗配置上の桎梏
（以上、後編［本誌本巻所載］）
３．銀行合同の進展による播州・全但・兵和3行の成立
（１）1940年代初頭における県下地方銀行の合同の進展
2節（本論「前編」所収）で見たように、神戸銀行は1936年12月に兵庫県下7銀行の合併に
より設立され、それら銀行から引き継いだ県内銀行随一の店舗網（県内の本支店86、出張所38
［同節の図表5参照］）ならびに銀行諸計数面での業容をもって営業を開始した。
同行設立時の店舗網は同県南部（淡路島を除く）に集中し、とりわけ工業立地・人口分布上
の要地である瀬戸内海沿岸部・神戸・阪神間・北摂の諸市町において県内他行比では圧倒的な
店舗数シェアを有していた。しかしながら他方、東京・大阪本拠の都市銀行（当時は「（国債
引受）シンジケート（団）銀行」、「都市大銀行」ないしは単に「大銀行」などとも呼ばれた（36）
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が、以下では朝倉［1988］p.203、伊牟田［2002］p.224、寺西［2011］pp.328-330など金融
史諸研究における用語法の通例に従い、文献引用時などを除き原則として「都市銀行」の呼称
を用いる）が既に神戸・阪神間などに進出しており、それら県外有力行との比較では必ずしも
それら要地において店舗数・預貸計数上の優位性はなく、その点が同行の店舗・業務展開上の
大きな課題であった（2節（2）b）参照）。
そもそも7行合併による神戸銀行の発足自体、大蔵省の直接の勧奨によるものであったが（前
編注13参照）、同行発足後の1936年末においても、兵庫県下の普通銀行数は34行と依然として
全国一を数え、「一県一行」（多くとも数行）という当局方針からの隔たりは大きかった（37）。い
みじくも、日中戦争激化・「統制経済」強化（由里［2010］p.9）というわが国全体の情勢・政
策潮流のもと、（業況悪化していない）地方銀行同士の合併が国家資金統制の観点から相次ぐ
（朝倉［1988］pp.186-187）という時期に差し掛かっていた。兵庫県下でも1940年代初頭、多
数の地方銀行が一挙に合同する事例が以下のように継起し、県下地方銀行の構図が大きく変化
する。
a）播州銀行
まず、1940年9月、東播磨地方の5銀行（東播合同・加西合同・上荘・美嚢合同・西脇商業）
が合併し、播州銀行が設立された（『神戸銀行史』p.215、上記合併銀行名の記載の順は同史に
依り以下も同様）。合併銀行の本店は東播合同銀行小野支店（小野町、後に小野市）の建物に
置かれ（本店所在地ならびに1942年末の店舗網は図表10（38）参照）、その頭取には上荘銀行頭取
の大西甚一平が就いた（同p.216）。
なお、この図表10をはじめとした諸図表ならびに文中の記述では、前編に引き続き、2000年
時点の市区町域（同時点で兵庫県には村は存しなかったのでそのように呼称）を空間的把握の
枠組として用いることにする。それに付言すれば、たとえば戦前には「加古川市」は存在せず
「加古川町」があったが、本論では2000年時点で行政域として存した「加古川市」の地理的範
囲（そしてそれに随伴する人口規模等）を地図表現ならびに空間的論述の基本的単位とするの
で、戦前の事象の記述に際しても「加古川市」の呼称を用いることがある。もちろん、たとえ
ば本論の記述対象期間中において存在した飾磨市や広畑町（いずれも戦後まもなく姫路市が合
併）などに関して述べるときには、当該市町村名を用いるが、その際も記述が煩雑になりすぎ
ない範囲で「（後に姫路市）」などと付することにより、上記の空間的把握の枠組（2000年時点
の行政域）との連接を図りたい。
播州銀行ならびに兵和銀行、全但銀行の3行（以下「（県下）合同3行」と総称することもあ
る）に関しては、筆者は、1943年晩秋から1944年晩秋にかけての神戸銀行との合併の如何お
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よび合併条件を巡る協議紛糾の様相を、日本銀行金融研究所アーカイブ資料（前編注10参照）
を用いて辿る別稿において詳述する予定である。しかし本稿においても、前編本文末尾で前言
した「神戸銀行がそのように大都市域の都市銀行を志向すればするほど、……合併対象たる県
内有力行との隔たりは大きくなる、という矛盾を招来［した］」、その様相を述べるため、それ
＊ 3行間では店舗所在市区町の重なり合いはない
（2000年時点の市区町界により集計・作図、ただし神戸市については旧市域［現5区］全体
を一地域とみて表示［前編図表4“＊”付記参照］以下の同様の図表につき同様）
（店舗＝本店・支店、出張所は0.5店換算、以下本論において別記しない限り同じ）
＊  「但馬」等は兵庫県内の旧国名による地域区分であり、それらの境界を太線で示した。 
（摂津地域内にはサブ区分［前編注26・27参照］を太い点線で示した。）
＊＊  「豊岡」等は3行の本店所在地（いずれも2000年時点で「市」）。 
播州銀行の本店は設立時は小野、1943年に加古川に移転。
出所：『銀行総覧』第49回（1943年、大蔵省銀行局）にもとづき筆者作成
図表10　1940～41年の地域別大規模により成立した
県下合同3行の店舗分布（＊）範囲（1942年末）
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ら県下合同3行に関する属性的記述をここで少し行っておきたい。
播州銀行頭取の大西甚一平は上荘村（加古川近郊）の大地主・資本家の旧家に生まれ、早稲
田大学で経済学を学ぶも父の死により退学し帰郷した（中西［1931］p.52）。1938年来財団法
人上荘村農村文化協会を率いて「都市文化に対抗できる農村文化を作り上げる」ことを目指し
た「農村文化運動」を積極的に展開し、1940年12月にはその農村振興・食糧増産姿勢にかか
る時局的な評価もあって大政翼賛会兵庫県支部の常任委員（11名）の一人に選ばれている（加
古川市史編さん専門委員［2000］pp.577-630）。
上述の「都市文化への対抗」意識は神戸銀行にも向けられていたようであり、同頭取の大蔵
省相田銀行局長宛陳情書（昭和16年12月12日付）（日本銀行神戸支店［1941］pp.442-443）に
は、神戸銀行以外の県内銀行を播州銀行中心に大同団結せしめ、さらには神戸銀行の農村部所
在の店舗・傘下銀行をも吸収して「大県たる本県の地方部を担当する適する銀行にせしむべき」
（p.442；引用文中における戦前式の仮名表記は現代式に改め、以下同様）と述べられている。
播州銀行の成立に際し日本銀行当局の「神戸銀行を親銀行として緊密なる連絡協調を保つ」（日
本銀行神戸支店［1940］p.440）という意を受け神戸銀行が企図した資本・重役の相互派遣が
実現しなかった（同）のも、上記のような大西頭取の考え方と無関係ではなかろう（39）。
b）全但銀行
播州銀行設立の3か月後、1940年12月には、但馬地方の8銀行（生野・但馬・但馬合同・村
岡・養父合同・朝来・三共・殖産）が合併仮契約に調印した。「当局の強い勧奨と播州銀行の設
立に刺戟されて合同［への動き］は急速に進捗」した（『神戸銀行史』pp.227-228）、という。
かくして1941年5月に全但銀行が設立され、同行の本店は但馬合同銀行本店の建物（豊岡町、
後に豊岡市）に置かれ（前掲図表10参照）、頭取には但馬銀行頭取の平尾源太夫が就いた（同
pp.226,228）。
c）兵和銀行
全但銀行設立の翌年、1941年8月、西播磨地方の8銀行（岩見・奥藤・上郡・龍野（40）・松本・
佐用合同・宍粟・新宮）が合併し兵和（へいわ［前編注22参照］）銀行が設立された。これら
銀行に対しては1939年に大蔵省より合併勧奨があり合同機運が生じつつあったが播州銀行の
設立により拍車がかかった（『神戸銀行史』p.222）、という。兵和銀行の本店は龍野銀行本店
の建物（龍野町、後に龍野市）に置かれ（前掲図表10参照）、頭取には岩見銀行頭取の上田義
二が就いた（同pp.220,222）。『神戸銀行史』には下掲のように新設兵和銀行との友好的関係を
示す叙述がある。
－5－
戦中期銀行合同過程における神戸銀行の店舗展開（後編）（由里）
「当行は兵和銀行との連携に関する契約にもとづいて兵和銀行の株式7万株のうち1万株
を持ち、監査役嘉納徳三郎ならびに行員柏木宗治をそれぞれ同行の取締役ならびに監査役
に派遣した。さらに［1941年］10月18日に竜野支店をはじめ西播地方の5支店を兵和銀
行に譲渡してその順調な発展を支援した。」（同p.222、カギ括弧内は同書巻末「店舗異動
表」を参照し補足）
もっとも『神戸銀行史』は―社史のほぼ常として―神戸銀行の都市銀行としての着実な
歩みを示すべく記され、その組成の元となった銀行合同に関しても一貫して肯定的な筆致であ
ること（41）、それゆえ同史においては、当時における実際の銀行経営層（他行はもちろん神戸銀
行にあっても）の銀行間協調さらには合併に関する逡巡等は捨象されている可能性があること
も、念頭に置いておくべきであろう。
なおその「逡巡等」に関しては、上の「a）播州銀行」においても言及した、「県下合同3行」
と神戸銀行との合併（条件）を巡る協議紛糾の様相を主題に日銀アーカイブ資料を用いて検討
する別稿において、兵和銀行経営層のそれを含めて、詳述する予定である。もちろん本稿にお
いても銀行合同にかかる同時代の資料は用いるが、日銀アーカイブ資料にまでは原則踏み込ま
ず、上記『神戸銀行史』、『日本金融史資料』（日本銀行調査局編）昭和続編付録第3巻「地方金
融史資料」所載の日本銀行資料、および当時の神戸新聞記事など、既刊活字資料を整理・照合
することを主としたい。なお、その種の作業にしても、管見するかぎり兵庫県の昭和10年代の
銀行合同に関しては先行研究が存しないようであり、本論がモノグラフとして銀行史上の研究
蓄積に何がしか寄与するところはあろう。
（2）県下合同3行と神戸銀行との業容・財務比較および営業地盤の競合状況
a）県内普通銀行の業容・財務比較
前段で見た1940年から1941年にかけての播州・全但・兵和3行の設立により、2節（1）で
見たように1935年末にはまだ40行余もあった兵庫県内の普通銀行は、10行余りにまで減少し
た。すなわち、図表11にまとめたように1941年末の普通銀行数は12行となり、しかも神戸銀
行の次に並べた百三十七・中丹の2行は半年後の1942年6月には神戸銀行および京都府の丹和
銀行（京都府における「一県一行」銀行合同の中心）によって県域ごとに分割買収され（42）、程
なく10行にまで減少した。
なお、上記百三十七銀行の帰趨に関しては、神戸銀行は同行の単独買収―その京都府側諸
支店が店舗が兵庫・京都にまたがる丹波地方の中心たる福知山市（1937年市制）を中心とする
ものであったことが主な誘因―を強く大蔵省に要望したが、府県境単位の地銀合同という当
局方針により分割買収を余儀なくされた（43）。そればかりか丹和銀行の兵庫県側郡部4支店まで
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営業譲渡されることとなり（44）、神戸銀行の農村部店舗はさらに増加することとなった。これら
分割買収譲渡・営業譲渡に伴う銀行計数上の変化は詳らかではないが、結果的に神戸銀行は図
表11の「神戸銀計」（神戸・百三十七・中丹3行の単純合計）の欄の店舗数とほぼ同数の店舗
数を得ることになったので、とりあえず銀行計数上も同表「神戸銀計」の欄が神戸銀行の1942
年6月以降のそれに近いものと考え、県内他行との比較に供したい。
次に播州・全但・兵和、すなわち前段で「県下合同3行」と呼称した3銀行に関し、図表11
に即して述べる。3行合算の計数上の規模は「神戸銀計」の概ね2割（預金・貸出金・純益金）
であったが、資本金は同約4割、県内店舗数については約9割と、必ずしも比べものにならな
いほどではなかった。払込資本利益率（45）も兵和を除けば10%前後はあり（兵和も翌17年6月期
には10%台に回復［東洋経済新報社［1942］p.198］）、3行ともに合併効果が出にくい合併後間
もなくの決算であった（46）ことを勘案すれば、必ずしも県内他行比遜色はない収益ぶりと思わ
れる（47）。
以上のほか、県内には6行の普通銀行があったが、これらはすべて合算しても上記全但銀行
をやや上回る程度の計数規模であった。もっともそれら小銀行も神戸湊西を除けば安定した配
図表11　1940～41年の地域別大規模合同後の県内普通銀行の概況
（店舗・バランスシート計数は1941年末、収益データは1941年下半期）
＊銀行の並べ方は同カテゴリー内では預金額順 （金額：千円）　＊p÷a×2
＃ 三和銀行系列（佐藤［1991］pp. 551-552）
＊ 神戸銀行が1941年9月以降全株式保有（『神戸銀行史』p. 231）
出所：『銀行総覧』第48回（1942年、大蔵省銀行局）ならびに東京銀行集会所統計係［1942］にもとづき
筆者作成
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当率とそれを支えるだけの利益率を上げており（同pp.198-201；大澤・香住・恵美酒3行は県
内上位水準）、「［合併された］小銀行は、昭和初期の金融恐慌以来の整理合同を免れてきた堅
実なものが大部分であったので、十分自立可能なものであった」との朝倉［1988］pp.186-187
の一般的所見がこれらの銀行にもおおむね該当したのではなかろうか。
b）県下合同3行と神戸銀行との店舗競合状況
次に、本論が神戸銀行と他行との競合そして銀行合同の進捗をたどる上で重視する、店舗の
地理的競合度を、県下合同3行と神戸銀行とにつき検討したい。
県下合同3行の店舗網分布の概況については、前掲図表10に示されているが、播州・全但・
兵和3行各々の店舗網は一切重なり合っていないことに、改めて注意を促しておきたい。すな
わち、全但の店舗網の外縁は明確に旧但馬国の地方界によって画され、兵和のそれも旧播磨国
内に納まっている（図表11にある兵和の県外支店・出張所はいずれも岡山県内）。残る播州も
兵和とは西播・東播で重なることなく棲み分け（本店は小野、後に加古川に移り、いずれも姫
路に近かったが兵和の店舗が存する姫路には店舗なし）、他方摂津地方（神戸市）にも進出し
ていた（他2行は神戸に進出しておらずそこでも店舗進出地域の重なり合いはなし）。
しかしながら、神戸銀行との間では店舗進出地域の重なりがあり、しかも得てして進出行
各々にとって重点地域と思われる市町における競合が生じていた。その店舗競合度の強弱の度
合を、筆者がかつて由里［2000］で用いた「店舗HHI」（HHI：Herfindahl-HirschmanIndex（48））
という指標を用いて図化したのが図表12である（同指標の定義は同図表のタイトルの下を参
照）。なお、上のa）で述べたように1942年中にも神戸銀行の丹波地域店舗が大きく変化した
ため、本図表は1942年末の店舗データにより作成した。
本図においてHHIが10000となっている市区町は、一つの銀行のみが店舗を置く市区
町であり（100［%］の二乗=10000）、他の極としては2つの銀行の店舗数が等しい場合
HHIが5000となる（502+502=5000）。（4銀行間の場合理論的にはHHIは2500まであり得る
［252+252+252+252=2500］が、上記のとおり播州・全但・兵和3行の店舗の重なりが皆無のた
め、HHI=5000が最も店舗数シェア上の競合度が高い状況となる。）
HHIが5000台という店舗競合関係は、山間部の別の河谷に各々の店舗があり実質的に競合
関係が薄いと思われる神戸市北区（49）を除くと、西から相生市、姫路市、高砂市、加古川市にみ
られた（市区町名については前編p.70所載の図表4参照）。これら地域は、次節で述べるよう
に昭和10年代当時において人口・産業の増加・発展著しい播磨沿海部にあり、かつ、2節（2）
で見たように神戸銀行の前身7行中3行の本拠地でもあった（他方、加古川市は1943年以来播
州銀行の本店所在地）。
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後に5節でみるように、当時は金融当局の銀行合同案においても兵庫県では「神戸銀行＋合
同3行主体の合併銀行」という「一県二行」案であったが、上記播磨沿海部という有望かつ競
合度の高い地域は、神戸と合同3行（とりわけ播州銀）各々の再編の思惑が交錯する―時に
大蔵・日銀当局の当惑や両当局間の見解の相違さえも惹起しつつ―焦点ともなっていく。
図表12　兵庫県内主要4行（合同3行と神戸）の店舗HHI（1942年末）
店舗HHI ＝
4
Σ
j=1
（BSj）2  　　BSj …対象市区町における銀行#j の4行中の店舗数シェア、
 すなわち、銀行#jの店舗数÷「全店舗数」（％表示）
  （本店・支店は1、出張所は0.5としてカウント）
出所：図表10に同じ
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4．戦時期の県内諸地域の人口・産業動向と銀行戦略への影響
（1）1930年代後半における兵庫県内の人口増減率の地域別動向
1節（2）b）で前言したとおり、本論では論述対象の銀行の店舗戦略さらには合併等再編に
かかる企図を検討するうえで、営業・店舗戦略に影響すると思われる都市化・工業化の地域的
展開を視野に入れる。既に2節（3）において、神戸銀行の発足（1936年）の頃の兵庫県内の
人口・経済の地域別動向を見たが、本節では戦時期（本論では1941年12月～1945年8月の太
平洋戦争期を指す（50））に先立つ1930年代後半の動向を、神戸銀行の営業・店舗・銀行再編戦
略との関連度を念頭に置きつつ概観する。
まず、図表13は国勢調査結果にもとづく、1935年10月1日から1940年10月1日の間の人口
増加率である。本図は2節（3）の図表8（1930～35年の人口増加率）と同じ増加率区分・表現
で作成されており、以下では同図とも比較させつつ人口動向上の特徴を述べる。
本図が示す人口増加率の地域的パターンは、一見したところ図表8のそれと同様にも見える。
すなわち、2節（3）でも述べた、神戸・阪神間・北摂という大都市部とその郊外域が人口増加
の中心をなし、次いで播磨沿海部の人口増加率が高く、その他の地域すなわち大阪湾・播磨灘
に遠い内陸部および日本海側そして淡路島は特定の地場産業域（西脇市－播州織、大屋町－明
延鉱山など）以外は人口停滞・減少、というパターンである。しかしながら、より詳細に見れ
ば、人口増加率のパターンは、県内で微妙に変化している（県全体としての増加率は1930～35
年が10.5%、1935～40年が10.2%でほぼ同じ）。
まず、神戸中心5区の人口増加率が15.8%（1930～35年）から6.0%（1935～40年）へと大き
く低下し、阪神間地域のそれも尼崎市（43.1%から58.5%へ）以外では低下した（しかし依然
として10%～30%の人口急増地域ではあり、中でも西宮市の増加率は30.3%）。大阪圏の住宅都
市としての性格が強い北摂地域の川西・宝塚両市の人口増加率の増大、伊丹市のそれの高止り
（27.6%）と併せ、概括的に言えば、人口増加の中心が神戸市ではなく大阪市の側に牽引されて
いるように見受けられる。
他方、神戸市から西方、播磨沿海域にも人口増加率が増す諸市町があった。相生市（10.2%か
ら40.8%へ）は人口増加率の増分（+30.6%）が上記尼崎市をもはるかにしのいで県下一であっ
たし、姫路市（5.7%から12.1%へ）および明石（8.3%から17.2%へ）も当時の市域のなかでは
目立った人口増加率の増分を示した。高砂市（13.7%から11.9%へ）も増加率は減ったものの
引き続き高い人口増加率であった。これら、相生市から明石市にかけての播磨沿海域の人口増
加率の高まりの背景には、次段および次々段で述べるような山陽本線沿線の「地方工業化」と
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いう国策上、産業立地上の潮流があり、神戸市は同地域との関係でも相対的に勢いを弱めたの
である。
最後に、内陸部・日本海側・淡路島が総じて人口停滞・減少傾向というのは1930年代前半と
おおむね同様であったが、1930年代前半において戦前における播州織の全盛期を迎えた西脇市
は飛び地的に人口増加を続けていた。しかし同市とて、生産高の頭打ちにより人口増加率も頭
打ち（19.0%から9.9%へ）となりつつあった（その後の戦時下においては同地の機業は大打撃
を受ける）（日本地誌研究所［1973］pp.508-509）。
図表13　兵庫県内各市区町*の1935～40年の人口増加率
* 2000年時点の市区町界により集計・作図
出所：昭和10年・昭和15年の国勢調査における市区町村別人口にもとづき筆者作成
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（2）1930年代後半以降の県内特定地域の重化学工業地帯化
前段において、播磨沿海域の人口増加率の高まりの背景として、山陽本線沿線の「地方工業
化」という国策上、産業立地上の潮流があったことを前言した。従来、銀行史や地域金融史の
分野において、この潮流に関し国の政策レベルから具体的工場立地レベルに至るまで整理して
言及したものはあまりなかったように見受けられるので、本段にて、その政策的起源から始め
て兵庫県下の工場立地に対する影響までを記しておきたい。
1930年代中葉より、商工・内務官僚らが「地方工業化」を政策課題として掲げるようになっ
た。戦時体制色が濃くなる1930年代後半には陸軍省からの軍需工業拡充要請、1937年4月の
防空法公布、さらに1940年代に入ってからは「国土計画」（ナチス・ドイツに倣
なら
い）ならびに
「防空都市」（イギリスの空襲経験に鑑み）といった国策概念の後押しも得て、地方工業化政策
は具体的な推進段階に入っていった（以上、藤井［2004］pp.94-101、藤田［2006］pp.182-
183、水内［1999］pp.184-185）。
もっとも、「四大工業地区及びその近傍に偏在する傾向」の是正という原則（1942年6月企
画院策定・閣議決定「工業規制地域及工業建設地域ニ関スル暫定措置要綱」）は、実態的には
新設立地規制にとどまり、既存設備に関しては存続が容認された。加えて工場の地方分散に際
しても、具体的な企業の判断においては大都市圏内・付近での立地のメリットが重視され、ま
ず規制地域の外辺（すなわち都市部近郊）、次いで東海道本線・山陽本線の近傍が好まれる傾
向が目立った（以上、藤井［2004］pp.100-102）。
兵庫県内でいえば、前節でみた1930年代後半の尼崎市の人口増加率のさらなる増加などは、
上記のような既存工場設備の存続容認にも助けられてのものであろう。加えて実態的には、建
設途上の工場の完成や企業合併による生産集約化などにより、同市の主力産業たる鉄鋼業の生
産能力・使用人員数は諸工場合計ベースで1940年頃まで、中でも基幹的工場であった住友金属
工業の場合は戦時末期の1944年に至るまで、増加し続けたのであった（渡辺［1970］pp.684-
691）。
他方、伊丹市は大都市圏内・付近での立地「分散」の事例と考えられる。大阪近郊の交通・
通勤の利便性と空気の清澄さを兼ね備えた条件（51）が、住友電気工業（1941年操業開始）や千代
田光学精工（1944年操業開始、後のミノルタカメラ）といった規模の大きな工場の立地につな
がった（伊丹市史編纂専門委員会［1972］pp.498-502）。
もちろん、軍需・重化学工業化および防空上の国策的要請から実際に大規模工場の地方立地
が推進され実現した事例も多い。そしてその際に着目された方面の一つが、播磨を含む山陽地
方の瀬戸内沿岸であった（水内［1999］pp.180,187-190；藤井［2004］p.77）。実際の大規模
工場立地、周辺都市基盤整備の動きは日中戦争期に入る1930年代後半に起こるが、いささか後
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付け的に「国土計画設定要綱」が1940年9月に閣議決定され、そこに記された「新工業基地建
設」の具体化として、同年より都市計画事業制度に国庫補助付きの「新興工業都市計画事業」
が組み入れられ、兵庫県の広村（現姫路市）を含む全国22の地域が同事業の対象として指定さ
れた（水内［1999］pp.186-189、沼尻［1999］p76.）。
その広村（1941年4月より広畑町［北側に隣接の八幡村との合併により］（52））の日本製鉄広
畑製鉄所は、1937年4月に用地整備が始まり、同年7月より高炉建設、1938年6月より海面埋
立工事も始まった。1939年10月に第1高炉稼動、そして1940年10月の第2高炉稼動により本格
操業段階に入った（新日本製鐵㈱広畑製鐵所［1990］pp.8-16）。1939年には工場周辺の都市基
盤整備のための土地区画整理も始まり、その事業規模（3,782坪、789万円）は、全国的にも群
馬県太田市（11,570坪、1,265万円、中島飛行機が基幹工場）に次ぐ大規模なものであった（水
内［1999］pp.187,191-192）。
広畑製鉄所の設立は、「官民一丸」の大合同会社として1934年に特別立法により設立された日
本製鉄㈱による日本の鉄鋼業の自給自足化という国家的構想の目玉として位置づけられ、1939
図表14　昭和戦前・戦時期の播磨臨海地域における主要工場設立年
(出所本刊行時[1973年]の市域境界により集計。ただし本表掲載の各市については、本論
の諸地図における境界基準年たる2000年と、この1973年との間に境界の変化はない。)
出所：日本地誌研究所[1973]p.477（兵庫県「兵庫県の工業の概況」、国土計画協会「阪神播磨工業地帯学
術調査報告書」等から稲見悦治・三木滋作成）より昭和戦前・戦時期の欄のみを転載
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年10月15日の創業式典には商工・陸軍・海軍3大臣が肩を並べた（新日本製鐵㈱広畑製鐵所
［1990］pp.4-5,13）。この広畑製鉄所そのものの生産波及効果（製鉄副産物だけでも神戸・明
石・姫路市の消費量を上回る燃料ガスをはじめ大量のタール・硫安等が産出［神戸新聞昭和14
年10月14日、以下別記せぬ限り日刊］）があり、高砂市や赤穂市に旭硝子等の窯業諸工場の立
地を誘発した（日本地誌研究所［1973］p.478）。
播磨沿海域では他にも、相生市の播磨造船所（1930年代後半に生産設備大規模拡張〔相生市
史編纂専門委員会［1988］pp.438-442〕）、飾磨市（1940年に市制、1946年に姫路市に編入）の
山陽特殊鋼、高砂市の鐘淵化学、大久保村（1938年に町制、1951年に明石市に編入）（53）の神
戸製鋼・川西航空など、1930年代に操業開始もしくは操業拡大した重化学分野の主要工業が多
数立地していた。
以上の工場立地動向を含め、昭和戦前期・戦時期の工場立地動向をまとめたのが図表14で
あり、大正期以前の既存工場と併せ、明石から赤穂に至るまでの播磨沿海域には後に「播磨臨
海工業地域」と呼ばれるようになった重化学工業地帯が出現しつつあった（日本地誌研究所
［1973］pp.478-479,483-484）。戦後、京浜・阪神・中京・北九州の四大工業地域に続くものと
して政策的に推進された「新産・工特」計21の新工業地域のなかでも、播磨地域が特に重化学
工業化・都市化の実効性の高い地域と評された（54）、その工業的・都市的基礎は、かなりの程度
昭和戦前・戦時期に据えられていたように思われる。
（3）戦時期の「大港都」構想に象徴される神戸市の相対的地位の低下と播磨沿海域に対する
期待感のさらなる増大
井上［2011］はその緒言にて、昭和戦前期を現代同様「格差」が社会問題として意識され
た時代であったと述べ（pp.7-8）、その対立軸の一つが「都市と農村」であったと述べる（pp.
124-126）。この「都市と農村」という対立軸は、幼少期は播州、青年期は茨城の同じく農村部
で育った（柳田［1974］pp.9,36-37）柳田国男の手になる『都市と農村』（柳田［1929］）の表
題兼主題ともなっている。
兵庫県という広大かつ多様性のある県域には、その播州地域をはじめとする広大な農村部が
広がる一方で、神戸市というわが国有数の大都市かつ国際的港都も存していた。
既に昭和初期において百貨店と街灯のある近代的な商業中心地を備えていた神戸市元町地
区は、同県において近代的都市・消費文化を代表するようになり（水内ほか［2008］pp.163-
166）、たとえば1933年に神戸市域初の地下鉄に試乗した新聞記者は「近代感覚の頂点」との見
出しで感激調の体験記を綴っている（神戸新聞1933年6月15日）。さらに神戸市は、「対外貿
易額…亜細亜の第一位を占め、かつ我国国交の大玄関」たる神戸港を擁する「国際的港都」と
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も称されていた（新修神戸市史編集委員会［1994］pp.718、引用文の原典は神戸商工会議所
『神戸商工情勢』［1935］）。（もっとも、神戸市がこのように近代的都市社会・消費文化ならび
に国際化・欧米化の先進的地域を標榜するほどに、たとえば3節（1）a）でみた「農村文化運
動」を主導する播州銀行大西頭取などからすれば、同市や神戸銀行への対抗意識醸成の契機と
もなったかも知れない。）
その神戸市も、土地の狭隘さゆえ大規模工場新設の余地が少ない点が弱みであった（戦後に
実施されたような大規模な港湾埋め立ての案はあったが実現せず）。それゆえ同市は工業的に
はゴム・繊維・マッチ3業種が主力で中小工場比率も大、という構図のまま日中戦争期を迎え
ることとなり、戦時期には繊維等「平和・犠牲産業」の抑制策によりさらに打撃を受ける、と
いう不遇をかこった（以上、新修神戸市史編集委員会［1994］pp.699-703,718）。
そのような工業発展の隘路と、前段でみた国策としての防空対策の要請に呼応し、神戸市当
局は人口・産業の分散化計画を1940年ごろには練っていた。同計画は、明石市を含む明石郡な
らびに播磨町の合併、神戸－広村（前段で述べた広畑製鉄所がある）ならびに明石－網干（広
村に隣接し工業化進展）の2本の幹線道路の敷設、そしてそれら幹線道路の地下を利用し明石
さらにはその西の大久保町（前段で述べたように神戸製鋼・川西航空の工場・社宅群あり）ま
で地下高速鉄道を開通させる、という大規模なものであった（神戸新聞1940年8月29日）。こ
れは、播磨工業地域の東縁を神戸市域に取り込み、かつ広畑製鉄所のある辺りまでを同市の近
郊域化する、という狙いであり、逆に言えば神戸市が播磨沿海域の発展性を認めたとも解せよ
う。
上記のような構想は戦時期の1942年、再び「大港都」神戸建設計画として持ち上がり、1944
年3月に至るまで真剣に起案・議論が繰り返された（新修神戸市史編集委員会［1994］pp.876-
877；次に引用する神戸新聞対談記録）。その内容が窺
うかが
われる資料の一つが、神戸新聞に1944年
2月11日から同18日にかけて掲載された、「決戦下の都市建設」と題した対談記録（出席者は
神戸海運局長、神戸市技監、県都市計画課長ら）である。そこには同「大港都」計画のねらい
目などにつき、下記のような内容が語られている。（発言者区分の詳細は省くが、神戸市側が
主に発言。市域拡張については兵庫県側は言質を与えていない。）
　＊「大東亜共栄圏の中核たる日本の表玄関」と捉えれば、現状の神戸市とその近傍では後背
地として狭すぎる（特に工業）。東播磨はもとより大阪・京都を含め考えるべき。「人口の
疎散問題」が取り上げられているが、工業生産力の疎開も必要で、そのためにも都市・工
業の開拓の余地のある「東播－加古川平野」を視野に置く必要がある。（1944年2月15日
掲載分）
　＊防空の観点からも「大港都」は阪神間ではなく西方に伸びていくべき。淡路島および明石、
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さらに加古川方面までか。県にとっても「播州開発」は主要施策。（同15日掲載分）
このように、「大港都」構想における「大神戸市」の想定市域は東播地方の中心都市たる加
古川市にまで及んでいた。このような構想が当時の野田文一郎市長のイニシアティブで推進さ
れた（新修神戸市史編集委員会［1994］pp.874-877）ことは、神戸銀行経営陣の、県下合同
3行とりわけ播州銀行―加古川市に本店を置き東播地方に展開する―の地盤域に対する見
方（合併相手としての魅力度）にも影響を及ぼしたのではなかろうか。
以上のように、（播州側から見れば）「六甲山地の向こう側」という距離感のあった神戸市（55）
からもアプローチを受けていた播磨沿海域であったが、その播磨の中心都市であった姫路市の
ほうの動きはどうであったのか。『姫路市史』（姫路市史編集専門委員会［2002］）には、「重化
学工業化を通した急激な経済規模の拡張は、戦時体制下の上からの政策によって実現されたも
のであった」、また「西播磨には県の主導性が顕著になる」（p.646）と記され、その一例とし
て、姫路市が同市の都市計画と広畑都市計画（広畑製鉄所周辺）との合体を県に陳情したが却
下された、ということが挙げられている（p.652）。
市勢拡大策として周辺市町の合併構想が、姫路市にも存在していた。しかし、「大播磨市」合
併案（姫路市、飾磨市、広畑町など9町村、の合併）が特別委員会答申を1ヶ月以内に控えて
いた矢先の1944年3月7日、内務省から「市制施行・市域拡張・町村合併1年間停止」との全
国的な措置が下され、この合併も立ち消えとなった（56）。（ちなみに、上記の神戸市の「大港都」
計画の推進も同措置により解消を余儀なくされた。また、姫路市がほぼ同範囲の合併を実現さ
せるのは戦後の1946年3月であった。）
そのように主導権を取れない不満や合併の頓挫はあったものの、姫路市およびその播磨灘沿
海部の近郊域の産業・都市域の発展傾向は戦時中も明白であった。広畑製鉄所の建設、稼動に
より、（現）姫路市の臨海部（網干町から広畑町、飾磨市を経て白浜町まで、概ね図表15に表
されている範囲）において重工業化が進展し、1937年から1943年にかけ、主に東京・大阪の
大企業の工場群の操業開始が相次いだ（姫路市史編集専門委員会［2002］pp.643-647）。（これ
ら地域の広畑製鉄所以外の主要工場に関しては、次節で神戸銀行の営業展開との関連で言及す
る。）
なお図表15の地図（戦後まもなくは新たな市街地・工場・交通路等は概して稀であったた
め、おおむね戦時末期の様相を示すと思われる）においては、大規模工場とならび鉄道線路の
多さも目を引く。それら線路のうち広畑製鉄所および東京芝浦電気工場（図の最左下）に至る
ものは鉄道省線（国鉄）の専用引込み線であった。旅客路線では、新たに1941年7月に山陽電
気鉄道の網干線が開通している。これは日本製鉄広畑製鉄所をはじめとする工員輸送に供する
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ためであったが（山陽電気鉄道株式会社社史編集委員会［1972］pp.121-122）、結果的に、同
製鉄所近辺などに開けていった社宅・住宅地の新住民たちを姫路市の商店などに引き付け、姫
路市街地の発展にも役立ったものと思われる。
（4）神戸銀行の播磨新工業地域に対する業容拡大意欲
前述のように新たに勃興しつつあった明石から赤穂にかけての「播磨臨海工業地域」に対し
ては、同地域を主要地盤の一つとする神戸銀行（その店舗展開域は前編p.75図表7a）を参照）
も、当然大いに関心を向けていた。その一つの証左が『姫路市史』（姫路市史編集専門委員会
［1994］）pp.885-890所載の「西部統括店管内ノ業態ニツキテ」という西部統括店営業課長の報
告書（昭和14年3月行報追録、同市史にて「さくら銀行文書」と呼称する文書群の中の一つ）
である。
この報告書は表題のとおり西部統括店（57）（［旧］明石郡大久保町以西の播州地域の店舗を統
括）管内の営業エリアに関し、預貸計数の趨勢や競合金融機関の動静を述べたものである。報
告は東播（加古川市中心）・中播（姫路市中心）・西播（龍野市中心、戦後姫路市に合併される
網干町を含む）の3つのセクションに分かれているが、所々に工場新設や軍需生産景気にかか
る預金量増大についての記述がある。加えて、「付録　播州沿岸方面ニ於ケル主要工場調」と
いう既存・新設工場の箇条書きが付されていて、本論の前掲図表14に比してもより詳細な数の
工場が列記されている。
また、姫路市史編集専門委員会［2002］pp.709-712は、神戸銀行調査課の「兵庫県下当行営
業店付近所在主要新設工場調」（1940年7月、「旧太陽神戸銀行文書」）を紹介している。同調
査報告書は当時の同行のそれら工場との関わりと業務推進上の課題とを、より具体的に伝える
ものである。同書は調査の動機として、「播州海岸線一帯」が広畑製鉄所設立、工業用水の豊
富さ、水陸交通の利便さ、地価の低廉さなど好条件を背景に「県下の新工業地帯として画期的
な発展を示しつつあ」り、同地域の同行営業店付近でも「既に数十の工場が蔟生し」つつある
ことを述べ、そのうえで、それら工場との取引開始または深耕のための調査、と位置づけてい
る。
図表16は、上記の神戸銀行調査課による調査報告書に記された「播州海岸線一帯」（地理的
には姫路市付近のみ）に存する主要工場の概要ならびに取引金融機関の状況を、一覧表にした
ものである。
同表のなかで、既述の日本製鉄広畑製鉄所以外で特に規模の大きかった、東京系資本の2工
場につき、姫路市史編集専門委員会［2002］pp.658-663にもとづき記しておく。
東京芝浦電気（以下東芝）は、1939年下期に2億円近くの未発送受注額が積み上がり、また
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神奈川県鶴見工場の敷地過密・一極集中リスクの懸案も抱えていた。折からの政府の生産力拡
充計画への即応の必要性もあり、中国大陸にも近い西日本に重軽電総合プラントを計画した。
当初同社は山口県麻里布町（現岩国市）を検討したが、兵庫県がそれを翻意させ、埋立地の漁
業補償解決まで約してくれたため、網干町への重電工場建設が決まった。この東芝網干工場は
1942年より操業し、以後約2,500人の工員を抱え図表16のなかでは広畑製鉄所（約9千人）に
次ぐ大規模工場となった（前掲図表15の地図の西南隅にもその広大な用地が示されている）。
また、軽電工場としては網干工場北方に東京電気（東芝系列、本社川崎市）の播磨余部工場
が造られ、1943年から操業した。通信機器用の真空管生産を担った同工場も戦時中約1,700人
の工員を抱えた。
このように新たに出現しつつある大工場群と数万人規模の工職員群を前にして、神戸銀行が
店舗・営業展開を企図しなかったはずはあるまい（後に史料価値を有することになったような
前記調査報告書が作成されたこと自体、その力の入れようの反映であろう）。
具体的には、同行は1943年5月から44年12月にかけ、東芝網干工場・播磨造船所（相生市）・
図表16　播磨臨海地域工場の概要ならびに取引金融機関
（下記出所にて付された注記）「当行」は神戸銀行。現市域に所在した工場。　　　　
　　　　　　　　　　　　　 資本金50万円以上のものを登載したと記されている。
出所：姫路市史編集専門委員会［2002］pp.710-711
　　　（原典は神戸銀行調査課「兵庫県下当行営業店付近所在主要新設工場調」、昭和15年7月付）
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日鉄広畑工場に出張員詰所を開設している（『神戸銀行史』p.183）。また、3節（1）c）で述
べた新設兵和銀行に対する店舗譲渡にしても、実のところ国鉄山陽本線以北の店舗のみの譲渡
であり、臨海工業地帯の店舗は手放していない（日本銀行神戸支店［1942a］p.445、『神戸銀
行史』巻末資料編p.67）（58）。東洋経済新報社［1942］p.119は「［兵庫県の瀬戸内海沿岸域で
は大銀行の勢力が強いが］ことに近年発展の目ざましい飾磨地方には神戸銀行の支店網が張ら
れ、地方銀行は到底手も足も出せない」と述べている（もっとも兵和銀行も播磨灘沿岸部の軍
需工場に出張員詰所を設置した［『神戸銀行史』p.222］など、同記事の表現ほどには県内他行
の不戦敗状態ではなかったとも思われる）。
（5）神戸銀行のシンジケート銀行としての大都市店舗網整備要望の高まり
前段で述べた大工場に対する営業アプローチにあっては、しかしながら、従業員の多くが地
元出身でない通勤者や遠隔地からの徴用工であるため、「強制的な天引き預金などの［本社人事
部等の許諾を得たうえでの］制度的支援」なくしては個人預金等の取引拡大が難しかった（姫
路市史編集専門委員会［2002］p.711）。そして、たとえば三和銀行姫路支店が日本砂鉄鋼業飾
磨工場（図表16の上から2番目）の関連取引を取り込んでしまった事例（同pp.711-712）にみ
られるように、東京・大阪等の大都市域に所在するそれら製造業本社との取引開拓・取引深耕
において、それら大都市域の拠点に乏しい神戸銀行の劣位は否めなかった。
1942年末時点で、神戸銀行の神戸市を除く大都市域の支店は、わずか8支店、3出張所であ
り、東京府には1支店のみであった（残りの支店・出張所はすべて大阪府内）。しかも、有力
財閥や東京・大阪・名古屋の大企業集積度といったバックグラウンドもなかった神戸銀行の業
容や取引企業群は、図表17および図表18にみられるように、いわゆる「10大銀行」中でも最
下位に位置していた（1941年6月に愛知・名古屋・伊藤3行の合併により設立された東海銀行
［後藤［1968］pp.369-371］は、図表17下段が示すように、神戸銀行をはるかに凌ぎ野村銀行
クラスの業容となった）。
加えて、図表17・図表18の付注に記したように「10大銀行」の上位行が主要銀行の中下位
行との銀行合同によりさらに大きくなる、という潮流のなか、神戸銀行は「大銀行」の地位を
守るためにも、シンジケート銀行らしい大都市域（とりわけ東京・大阪）中心の店舗網を一刻
も早く整えたいと希求するようになっていく。
次に引用する昭和16年12月19日付、八馬頭取の大蔵省山際銀行局長宛具申書（日本銀行神
戸支店［1942a］pp.443-447所収、うち引用部分はpp.444-445）には、神戸銀行経営陣のその
ような要望が、その論拠とともに、述べられている。
（中段の「開陳の趣旨」）
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「四、弊行の主要地盤は主として県下の海岸線にこれ有り、重要店舗またここに存在い
たし候。しかしてこれらの中には重工業地帯に属する地域極めて多く主要工場もまた多数
存在いたし候えども、その本社は主として東京はじめ主要大都市にこれ在り、これが金融
もまたその処
ところ
において行わるるの現状にこれあり候。しかるに弊行は他のシンヂイケート
図表17　1937・41年の主要銀行の計数比較
（単位百万円、上段は1937年末、下段は1941年末、下段右欄は1937年末からの増加度［倍］）
1）（上の方から）三和～神戸、および東海（1941年）が「10大銀行」（後藤［1968］p. 371）
2） 三井銀行・十五銀行は1943年3月新立合併により帝国銀行となり、第百銀行は1943年4月三菱銀行に 
吸収合併された（後藤［1981］pp. 241, 236）
出所：山崎［2011］p.61（原資料：東京銀行集会所『銀行通信録』所載
 「全国各種銀行業務報告」・「全国各種銀行所有有価証券」）
　　　原表の「名古屋（銀行）」より下方の欄は省略
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銀行と異なり前記東京その他わが国主要大都市に存する店舗極めて寡
すくな
きためこれら取引
先の要請に応じうることすこぶる困難なる実情にこれあり。ことに弊行の主要地盤にして
最近急速に発展を見つつある阪神間ならびに広畑・網干等を中心とせる西播海岸線の重工
業地帯化は、弊行をしていよいよ大都市支店設置の必要を痛感せしむるに至り申し候。」
「五、弊行は非常時局の進展に伴い政府の戦時金融政策の遂行に積極的協力をなすがた
め、創立以来前述のごとく急速にシンヂイケート銀行としての形態を整備いたし致し候。
しかしてこれを店舗問題につきて見るに、従来のごとき極地的店舗配置網に根本的検討を
図表18　1938年の主要銀行の主要取引企業数
注） 本文および図表17付注2）に記した再編のほか、昭和銀行は1944年8月、日本昼夜銀行は1943年4月、 
ともに安田銀行に吸収合併された（後藤［1981］pp. 255, 248）
出所：伊牟田［2002］p.225（原資料：山一証券調査部編『株式社債年鑑』1939年版）
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加え多数郡村店舗の廃止または併合を断行して只
ひたすら
管シンヂイケート銀行としての本来の
形態を整うるとともに、近くは兵和銀行との連繋問題に関し多大の犠牲を忍びつつ地方重
要店舗の譲渡を行い同行の健全なる発展に協力するとともに、鋭意店舗の配置につき整備
を進めきたれるゆえんのものは、一に近き将来弊行がシンヂイケート銀行として当然必要
とする他府県大都市への支店新設もしくは同地に店舗を有する地方銀行を買収し得る日
の到来を確信せるがために御座候。」
（陳情書末尾の「希望条項」）
「一、東京、京都、大阪、名古屋その他の大都市に支店新設もしくは同地に店舗を有す
る地方銀行の買収を許可せられたきこと、
理由、前述のごとく弊行が将来シンヂイケート銀行としての絶対的要請に因るものに御
座候。」
（原文が戦前の書状形式のため、漢文返り点式読み、句読点等およびルビの補充を行った［漢
字字体・仮名表記の現代式改めは同前］。以下の具申書・陳情書・記事につき同様。）
上掲のような当局宛要望書は同時期に数次にわたり出されていたようで、『神戸銀行史』に
は上掲具申書の少し前、昭和16年10月1日付の八馬頭取の大蔵省相田銀行局長宛陳情書が掲
載されている（pp.151-154）。上掲具申書には直接には見当たらない、大都市所在の事業会社
本社との直接取引の必要性および当地の金融取引事情をより具体的に述べたくだり（pp.153-
154）を、次に引用する。
「三、最近、経済機構の再編成を契機として生産配給組織の合理化は地方にも浸透して
業者はほとんど統制会社を組織しまたはその傘下に吸収解消せられ、これら諸会社の本店
または上部組織はいずれも主要大都市に散在し、その運営にもとづく金融機能もまたおの
ずから中央に集中せらるることと相成り申し候。したがって地方業者の供出、配給ならび
に決済は専ら会社本部の指令によってなされ、金融的にも中央統制会社と取引ある銀行も
しくはその所在地に支店を有する銀行と取引関係を結ぶにあらざれば到底その職能を全
うし得ざるの実情にこれあり候。しかるに県下のこれら業者と金融的連環関係に立つ弊行
はわが国主要大都市に存在する店舗きわめて寡
すくな
きため業者は取扱い上多大の不便をこう
むり、弊行また自然これら業者等に対する地方金融を著しく阻害されつつある現状にこれ
あり候。」（下線は引用者）
すなわち神戸銀行にとり、シンジケート銀行としての発展を期する限りは、上記「中央統制
会社」との取引のため、また前述した播磨臨海工業地域の大工場の本社との取引のため、先の
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昭和16年12月19日付の具申書にあるように「東京、京都、大阪、名古屋その他の大都市に支
店新設もしくは同地に店舗を有する地方銀行の買収を許可せられたき」との要望は切実なもの
であった。
しかしながら、銀行買収はもちろんのこと、支店の設置も銀行法（旧、昭和2年3月30日公
布法律第21号）第6条が規定する当局（大蔵大臣）認可事項であり、「不当の競争を防止する
こと」という観点から制限的に店舗新設認可はなされてきた（後藤［1968］pp.251-253）（59）。
それゆえにこそ神戸銀行のみならず勢力拡大を企図する有力銀行一般として、所望の地域に店
舗を有する地方銀行の買収を画策する、ということも行われたのであった。（当時は戦後広く
活用された「店舗の配置転換」という制度（60）はなく、目的とする地域と離れた地方銀行を買収
し後に店舗を移設することなど、通常は考えられなかった。）
5．日本銀行の県下銀行合同構想と銀行間の店舗展開・業容拡大競争
（1）日銀神戸支店の県下銀行合同構想
前節の終わりで、神戸銀行が地方銀行の買収も企図していたと述べたが、その実現可能性は
店舗新設にも増して、当局の考え方―とりわけ神戸銀行自身その所産たる、府県ごとの銀行
合同政策―に依存していた。
昭和戦前期から戦時期にかけての銀行合同政策とその帰結としての銀行再編に関しては、既
に本論1節（1）でレビューしたような諸研究があり、神戸銀行の設立との関連でも2節（1）a）
で触れたので、あまり紙幅を割
さ
かぬようにしたいが、ここでの論述の主たる対象期間である戦
時期には当局の中央レベルでも地方レベルでも政策的変化があり、それらに関しては予め簡記
しておきたい。
まず、太平洋戦争に突入して間もなくの1942年5月、金融機関整備令が出され、大蔵大臣が
銀行合同等を命令することができるようになった。「長期にわたって行われてきた銀行合同政
策の暗黙の強権がいまや明白な姿をと」った（日本銀行調査局特別調査室［1948］pp.224-225、
後藤［1981］p.73）ものであり、「実際には発動されなかったが、伝家の宝刀として金融機関
の整理統合の背後にあって厳然として無言の圧力を加えた」（『神戸銀行史』p.205）。
また1942年後半には、日銀・大蔵当局が、それまでの都市銀行による地方銀行子銀行化策を
奨励する方針を転換し、地方銀行を認め日銀取引先とし（都銀ルートに収斂
れん
させるのではなく）
日銀自身が資金吸収ルートとなる（61）という「地方は地方」の方針に転換した（佐藤［1991］pp.
548-553）。このことは、銀行合同の最終的着地点として、都市銀行による（県別合同後の）地
方銀行のさらなる統合という「大銀行主義」が却下され、地方銀行が存在し続けることが認容
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された、ということを意味し、現に日銀・大蔵当局は1942年10月までには都市銀行による地
方銀行の系列化を抑制する（ただし既存の系列関係の継続は容認）方針を固めた（同pp.548-
550）。
1943年1月には、大蔵省の要請を受け日本銀行考査局が各支店長からの意見徴求のうえ「全
国銀行統合 並
ならびに
店舗整理案」（以下、「日銀の整理案」と略することがある）をまとめた。同整
理案は1942年末に148行あった普通銀行を40行台半ばまで減らす構想であり、基本的に「一県
一行」を目標としているが、新潟・兵庫は例外的に2行、とされていた（東京も複数の都市銀
行、ただし大阪の都市銀行は一行化）（以上、佐藤［2000］pp.192-195）。
同整理案は兵庫県については、神戸銀行および播州・全但・兵和3行が合併した地方銀行と
いう、2行構想を下記引用文のとおり記していた。
「（1）本店銀行の統合
当県下本店銀行は現在なお普通銀行10行（本年1月8行に減少）貯蓄銀行2行を数うる
状態にして、神戸銀行は既に地方銀行の域を脱しおり、播州、全但および兵和の3行はい
ずれも最近地方小銀行の統合により設立せられたるものにして、地域的に看るもさしあた
りその存続を認めてしかるべきをもって、合同の第一段階として前記4行にその余の8行
（神戸湊西、恵美酒、大沢、溝口、福本、香住、神戸貯蓄、但馬貯蓄）をおのおの合併せ
しめ、第二段階において神戸を除く3行を合同し、本店銀行を2行とすること適当なるべ
し。しかれどもその他面統制経済の進展に鑑み第二段階において神戸銀行をも含め県下一
行となすことも考慮せらる。（以下略、下線筆者）」（日本銀行（考査局）［1943a］p.449）
「（2）店舗の整理
（前段落は略）三和銀行姫路支店および明石出張所は前記播州、全但および兵和合同の
際これに譲渡せしめ、また神戸銀行は新銀行〔引用者注：播州・全但・兵和の合同による
もの〕の地盤内にある店舗のうち姫路、飾磨、広畑、網干および相生等の主要店舗を除き
他（支店16、出張所6、預金合計5,930万円）は新銀行に譲渡して、新銀行との連携をます
ます緊密ならしむるべし。」（同p.450）
上記整理案が具体的に神戸銀行および県下合同3行の合同による「新銀行」の店舗網に及ぼ
す影響は、概括的に言えば、神戸銀行はその主地盤のうち摂津地域ならびに播磨沿海域という
工業化・都市化した（またはその見込みが有望な）地域の地盤を固め、県下「新銀行」はその
他の（地理的には）県内大部分の地盤を固めることにより、「一県二行」にて共存する、とい
う図式であり、一見したところ、「都市銀行」神戸と「地方銀行」3銀行の双方に配慮したもの
のように見える。
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もっとも、播州銀行や兵和銀行の側に身を置けば、両行が地元播磨の最発展域に神戸銀行が
根を張ることを是とするかどうか、明らかに疑問に感ぜられるであろう。さらにこの整理案
は、下線部分のように「一県一行」という最終到達目標の可能性をも併記していた点におい
て、そもそも神戸銀行の他に地方銀行の存在を最終的に認めようとしていたのか否かもあいま
いであった。
日銀の整理案が作られた1943年初は、時あたかも「5大終点産業」（鉄・アルミニウム・石
炭・船舶・航空機）の生産統制がピークに向かおうとする時期にあたり（山崎［2011］pp.29-
35）、前述の金融機関整備令の強権的文言ならびに当時の政策潮流としての「統制ブーム」（由
里［2010］pp.9-10）を併せ見れば、上記のような当局の銀行合同案は半ば強権的に対象諸行
に飲ませることができたのでは、とも思われる。
しかし他方、既に何度か引用してきた佐藤［2000］は以下のように述べ、むしろ関係諸銀行
の経営的思念の作用が（平時が戦時に移行しても）重要であり続けた、と述べる（62）。
「［この戦時下の銀行合同］はどのような条件のもとで可能になったのであろうか。戦時
金融というきわめて歪な極限状況、換言すれば、強力な国家的要請というだけでは理解で
きない現象である。正常な経済活動の枠組みでどこまで把握可能なのか、その限界が明示
されねばならないだろう。そうでなければ、自己保全にしたたかな執着を示す地方の銀行
とその経営者をとらえたことにならないからである。どのような経過のなかで彼らは合併
を受容したのであろうか。そこではどのような斡旋が行われたのであろうか。」（p.177）
この佐藤［2000］の所見は、実のところ、筆者が神戸銀行と県下合同3行との1943年晩秋以
降約1年に及ぶ合併の如何、次いで合併条件を巡る、交錯した状況を調査・検討して懐
いだ
いた所
感に近いのであるが、もちろんそのことには、次段以降でそれら銀行の当時の具体的状況に即
した具体的論述を行うなかで近接していかねばならない。（なお、上記「交錯した状況」を、佐
藤［2000］の言う「自己保全にしたたかな執着を示す地方の銀行とその経営者」という属人的
レベルまで含めて質的に描出することは3節（1）a）にて前言した別稿に譲り、本論では関係
銀行間の店舗ならびに［買収対象たる］小銀行を巡る「交錯した状況」を焦点に置く。）
（2）1942年末における「神戸銀行グループ」の店舗分布と店舗シェア
3節（2）a）で述べたように、1942年6月に神戸銀行は丹波地方にて銀行分割買収・店舗譲渡
を行い、その店舗網は丹波地域に関し大きく変容した。それよりは小規模であるが、3節（1）
c）で見たように1941年に兵和銀行に西播地方の店舗を譲渡し、さらに行内的には、設立の翌
年1937年から1941年までに14支店を店舗整理（地域、継承店名からして営業域重複や低利用
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度などの事由と思われる）している（『神戸銀行史』pp.150-151、同書巻末「店舗異動表」pp.
66-67）。
加えて、前掲図表11の脚注に記したように、播磨地域山間部の福本銀行が神戸銀行の100%
子会社になっていた。また、神戸貯蓄銀行も神戸銀行と「密接」（日本銀行（考査局）［1943a］
p.449）ないしはその「傘下」（東洋経済新報社［1942］p.123）と言われ、地方銀行が貯蓄銀
行機能を代替し「貯蓄銀行不要論」も出るなか貯蓄銀行が相次いで有力普通銀行に合併される
という時代状況（佐藤［1991］p.549、後藤［1968］pp.413-417）を背景に、前述の日銀整理
案においても神戸銀行への合併方針が記されていた（日本銀行（考査局）［1943a］p.449）。こ
れらのことから、福本銀行・神戸貯蓄銀行は、運営実態的にまた銀行合同先としての予定上も
神戸銀行と一体性が強かったと考え、神戸銀行と合わせて「神戸銀行クループ3行」とみてそ
の合算ベースの店舗分布を検討していくことにする（店舗網・店舗シェア等を検討するうえで
貯蓄銀行の店舗を含めて考える理由については前編注17を参照）。
以上のような店舗網の変化ならびに福本銀行・神戸貯蓄銀行との関係の変化の結果、神戸銀
行の「神戸銀行グループ（3行）」としての店舗分布状況も、神戸銀行の1936年の設立当初の
状況（前編図表7a）参照）とかなり異なったものとなり、しかもその異同には地域的に差異が
あった。そのため、1943年以降の神戸銀行を取り巻く銀行合同の動きを叙述する準備として
も、その直前期における同行グループの店舗分布状況を図示しておくことは有用であろう。
まず図表19は、前編図表7a）（1936年神戸銀行設立時の店舗分布）と同じ凡例（店舗数段階
ごとの階調模様［浮田・森［2004］pp.49-50］）により、神戸銀行グループの1942年末時点の
兵庫県内店舗の分布を示したものである。これを図表20すなわち1942年末店舗数と銀行設立
時（1936年12月）店舗数との地域的増減状況と併せ見るならば、おおむね下記の4つの傾向が
指摘できよう。
①播磨・丹波両地域の内陸部における店舗数の増加：
福本銀行の100%子会社化により神崎町（同行本店所在地、姫路市北方）など播磨地域内陸域
における店舗数が増加し、また、3節（2）a）で記した百三十七銀行（本店は篠山市）の分割
買収ならびに丹和銀行（京都府）の県内店舗の譲受けにより丹波地域の店舗数も増加した。
②淡路島における店舗の新設：
1937年6月、昭和金融恐慌により破綻し再建努力もかなわなかった淡路銀行本店跡地に、神戸
銀行は洲本支店を新築・開店させた（『神戸銀行史』p.148、淡路信用金庫［2007］pp.3-4）（63）。
同支店に神戸貯蓄銀行の1支店・1出張所を合わせ、淡路島には計3つの拠点ができていた。
③播磨南部の店舗数が多めの市町における店舗削減：
前編p.80にて指摘したように、「播磨地域においてこそ同行の店舗網は充実しており、特に姫
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路市とその周辺では人口1万人あたり1か店以上という市町が多」かった。神戸銀行設立後の
約5年間、「地域的偏狭性を払拭」すべく店舗改廃を積極的に行った（『神戸銀行史』pp.148-
151）結果、そのような多店舗地域では店舗数が減少し、図表20における龍野市から姫路市を
経て明石市に至る店舗減少地帯はその表れである。4節（1）～（3）で述べたように同地域沿
岸部には工業化・都市化の波が訪れていたものの、既存店舗は概してその沿岸部からも若干隔
たった既成市街・集落にあった。そのため、兵和銀行への国鉄山陽本線以北に限った店舗譲渡
（4章（4）参照）に端的にみられるように、選択的な店舗削減が図られたのであろう。
④積極的な店舗増加地帯は摂津地域に集中：
図表20にみられる店舗増加地帯は、上記①②の要因によるものを除けば、摂津地域（同図中に
境界線ならびに「摂津」の名称を付記）に集中していた。これは、『神戸銀行史』が「店舗の
図表19　神戸銀行グループ3行＊合算の店舗の分布（1942年末）
＊神戸銀行・福本銀行・神戸貯蓄銀行
出所：図表10に同じ
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開廃と都市店舗拡充の苦悩」（第18節、pp.148-154）と敢えて年史の節タイトルに掲げるよう
に、同行設立以来の克服すべき課題であった「地域的偏狭性」（p.148）克服のための都市（近
郊）域店舗拡充の成果であった。
以上のような銀行再編（2行の系列化および銀行合同・店舗網譲受）ならびに店舗整理・拡
充の結果、果たして神戸銀行における「県内においてもこのように主要都市域・発展域に重点
を置き得ていない銀行発足当時の店舗配置の状況」（前編p.80）は、設立後約6年を経て十分
改善されたのであろうか。図表21は、その指摘を行った2節（3）にて店舗配置の検討に際し
図表20　神戸銀行グループ3行＊合算の店舗数（1942年末）と神戸
銀行設立当初（1936年12月）の店舗数*との地域的増減
＊神戸銀行・福本銀行・神戸貯蓄銀行
（* 設立参加7行の1935年末時点の合算店舗数をそれと推定［前編注28参照］）
出所：図表10に同じ
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用いた図表9（神戸銀行合併7行合算の人口1万人当りの店舗数）と同様の作図を、1942年末基
準・グループ3行ベースで行った結果である。
本図によれば、本段の④にて前述した「積極的な店舗増加地帯」である摂津地域（図表20
上の表示参照）が、同じく平野部・都市部である（西から）相生・姫路・高砂・播磨・明石と
いった播磨地域の諸市町に比しても店舗網の充実度が低い、という状況は解消されていない。
すなわち、それら播磨諸市町における人口1万人当りの店舗数がおおむね0.5店/万人以上（加
古川市のみ0.40店/万人）であるのに対し、摂津地域で0.5店/万人以上の店舗配置となってい
るのは東灘区・芦屋市・三田市のみである。
摂津地域の中でも、「神戸銀行にとっての主地盤」ないしは都市化・工業化といった観点か
図表21　神戸銀行グループ3行＊合算の人口1万人当りの店舗数
＊神戸銀行・福本銀行・神戸貯蓄銀行
（店舗数は1942年末、人口は1940年10月）
出所：筆者作成（データ：店舗数は図表10、人口は図表13に同じ）
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ら店舗展開上重点を置くべきと思われる地域に特に着目してみると、以下のようになり、先に
4節（1）および（2）でみたように都市化・人口増加・工業化の傾向からして県内の端的な先
進的地域・発展域であったこれら各市への店舗展開は、銀行設立時からの経時的変化（カッコ
内に記載）も含め、概して不十分であった。
　＊神戸市（旧市域5区、神戸銀行本店所在地）
　　　……0.34店/万人（1936年銀行設立時との対比で+0.01）
　＊西宮市（前身銀行［合併7行］の一つ西宮銀行の本拠地）
　　　……0.41店/万人（同+0.11）
　＊伊丹市（北摂平野の中心都市かつ大阪市郊外の新進工業地域）
　　　……0.27店/万人（同+0.10）
　＊尼崎市（全国屈指の重工業・軍需工業地帯となりつつあった）
　　　……0.13店/万人（設立時は店舗なし）
（3）三和銀行など大都市圏諸行ならびに県下合同3行との拮抗関係
以上で見たような神戸銀行グループ3行の店舗網の充実度の如何に関しては、前編2節（2）
b）にて行ったように、他銀行（とりわけ摂津地域においては県外の都市銀行等）の店舗網と
の拮抗関係をも併せ勘案すべきであろう。その検討に進む前に、おおむね同時期の新聞記事に
当時の神戸銀行の立ち位置を表した銀行間店勢概括図（図表22）ならびに観察的叙述があるの
で、それらを紹介したい。
本図表が添付された「地方銀行の悩み」と題された記事の、県内における銀行諸行の店勢拮
抗関係に関する記述は有用な同時代的観察と考えられ、以下若干長くなるが引用する（下線は
引用者）。
「◇兵庫県には数度の統合を経て現在普通銀行は八行を数える。図示したように神戸に
神戸銀行、湊西銀行、西宮にえびす銀行、加古川に播州銀行、福本に福本銀行、龍野に兵
和銀行、豊岡に全但銀行、香住に香住銀行の配置だが、これを勢力的にみると、三和が大
阪からぐっと阪神に食いこんできているなかに、酒造金融のえびす銀行がこじんまりと辰
馬の自家機関然と西宮に座している。神戸銀行はこの八行中唯一の非地方銀行でその勢力
も神戸を中心に姫路以西までのびている。東播の織物、金物その他をとりこんで神戸銀行
に次ぐ勢力の播州銀行、西播に赤穂の塩や龍野の工業相手の兵和銀行、福本に農村金融の
福本銀行が孤島のごとく、さらに北部にお百姓相手の広範な地区を擁する全但銀行、香住
に漁業相手の香住銀行がある。
◇現在地方銀行は預金の減少（農村収入が産組貯金に上から振替えられることと中小商工
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業の衰微による）と貸出の著しき不振（農村の懐具合の好化、中小商工業の衰微、企業集
中中央化による中央銀行取引の旺盛化による）で金融機関中最も大きい悩みを懐いている
が、特に兵庫県のごとく一県八行などの多数存在の事例は全国にも乏しく、昨年末地銀の
全国一銀行あて預金平均額が五千九百万円に達したのに対し、兵庫県は二千五百万円にも
及ばぬ実情で所詮統合は必要だ。一、神戸　二、表兵庫　三、裏兵庫と三本建てが理想だ
が、今月一日を期して播銀が本店を小野から加古川に移してこの新工業地帯の確保に乗り
出したこととか、福本と兵和が神戸銀行の資本系統にあるとか、新天地開拓のため預金争
奪が非常に表兵庫側ではげしい事実は、問題がなお相当に微妙であることを示している。」
上記図表22において目立つのは、一つには、同図に二重線で描かれてほぼ神戸市にまで伸
び、また記事中には「大阪からぐっと阪神に食いこんできている」と述べられている、その三
和銀行の勢力であろう。当地域において県外都市銀行等の勢力が店舗数シェアが示す以上に大
きいことは、既に前編2節（2）b）において東洋経済新報［1936］の記述に基づき述べたが、
戦時期の東洋経済新報社［1942］p.119もまた、「三和・住友・神戸等をはじめ大銀行」が県南
部の海岸沿い地帯において強い勢力を有していることを述べている。
図表22　1943年10月23日神戸新聞所載「兵庫県銀行勢力図」
出所：神戸新聞、昭和18年10月23日（日刊）「地方銀行の悩み」
　　　（神戸市立中央図書館所蔵マイクロフィルム）
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図表22においてはまた、県下合同3行のうち播州銀行と神戸銀行との、加古川付近での勢力
競合が示されている（店舗数データに基づき競合度を示した前掲図表12とも整合的な描図と言
えよう）。引用記事中の「今月一日を期して播銀が本店を小野から加古川に移してこの新工業
地帯の確保に乗り出した」とのくだりは、その競合の激化を示唆している。同記事は「福本と
兵和が神戸銀行の資本系統にある」とするが、福本はともかく兵和の持ち株比率は14%（3節
（1）c）参照）で支配的水準とは言えず、実際同記事が載った頃、兵和は播州・全但との合併
へと動いていた（64）。その播州・全但・兵和合併の動きを念頭に置くならば、図表22における
神戸銀行の地盤は、県内諸行との拮抗関係でも神戸市（中心5区と垂水区）・阪神間・北摂の諸
地域を除けば、確たるものとはなっていないように見受けられる。
次の図表23は、図表22ならびに前掲引用記事の描写・観察を店舗数データに基づき検証す
べく、ほぼ同時期における神戸銀行の店舗数の地域別充実度を、そのa）図は大都市圏諸行と
の店舗数比較において、また、そのb）図は県下合同3行との店舗数比較において、検討する
ために作図したものである。
なお、a）図においては「三和との合併を希望し居れる趣なる」（日本銀行（考査局）［1943a］
p.449）神戸湊西・恵美酒両行の本支店を三和銀行の店舗網に含めた（65）。また、b）図において
は、1942年10月において既に大蔵省から播州銀行への合併勧奨を受けその旨応諾しつつあった
溝口・大澤両行（日本銀行神戸支店［1942b］）の本支店を播州銀行の店舗網に含め、また1943
年初「日銀の整理案」（5章（1）参照）において全但銀行と「関係密接」と記され同案でも同
行に合併する図式となっていた但馬貯蓄銀行（日本銀行（考査局）［1943a］p.449）の本支店
を全但銀行の店舗網に含めた（66）。これらにより、a）図とb）図とを合わせ、兵庫県に店舗を
もつ県内外の大半の普通銀行・貯蓄銀行の店舗が勘案されている（67）。
まず、図表23のa）図からは、神戸銀行の本店所在地神戸市（旧市域［同図上で5つの区］、
以下同様）を含め、同行の主地盤かつ県内人口・経済活動の集積地である摂津地域において、
なおも40%台以下の店舗数シェアの都市がいくつも存することが見て取れる（シェアは増加傾
向にはあるが（68））。具体的には、神戸市（店舗数シェア43%）に加え、尼崎市（同24%）、伊丹
市（同18%）、宝塚市（同27%）、川西市（同40%）などの大阪近郊域がそれに該当し、それゆ
えにこそ神戸銀行は、次節で見るように池田実業銀行（それら大阪近郊域に支店網を有する大
阪府の地方銀行）の合併を当局に懇願していた。
a）図でいま一つ指摘できるのは、神戸銀行グループの店舗網が、大都市圏諸行が一切店舗
を置かず人口も停滞気味の（前掲図表13参照）山間部へと広範に入り込んでいることである。
すなわち、姫路市より北側の6町、および三田市より北～北西側の1市5町は、黒塗りすなわち
神戸銀行グループの店舗シェア100%となっており、神戸銀行グループが大都市域に本拠を置
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く銀行である割には、それら山間部とりわけ諸町域でも面的に展開するという、地方銀行的な
特色も示している。前掲の図表20によれば、それら市町のほとんどにおいて神戸銀行グルー
プの店舗数が銀行発足時と比べて増加しており、「都市銀行としての生生発展をめざす当行設
立以来の宿願」たる「都市店舗の拡充」を図るべく（『神戸銀行史』p.424）当局に要望し銀行
合同政策に協力しても、結果として山間部の店舗も同時に増加してしまう、というジレンマが
あったことを示している。
次にb）図に目を転ずれば、県下合同3行のみが本支店を置き神戸銀行グループは未進出の
図表23　神戸銀行グループ3行＊合算の店舗数シェア
＊神戸銀行・福本銀行・神戸貯蓄銀行
（1942年末の店舗データによる）
a）神戸銀行グループと大都市圏諸行*の店舗数合計を母数とした場合
　『銀行総覧』に掲載されている東京府・大阪府に本店を置く全銀行
（日銀・興銀を除く）、および三和銀行系の神戸湊西・恵美酒両行
*
－34－
総合政策論叢　Vol.4／2013.3
市区町（凡例で「0%」の区分［黒粒状の階調模様］）が相当数あることがわかる。また、神戸
銀行グループの店舗シェアが5割未満の市区町は、市部だけでも東から三木市（13%）、西脇市
（0%）、小野市（0%）、加古川市（33%）、加西市（0%）、豊岡市（0%）、龍野市（0%）、赤穂
市（15%）に及んでおり、神戸銀行グループは、兵庫県内全県の「一県一行」実現の核として
も、未進出ないしは進出度の少ない地方拠点市の多さという面での不十分さを、少なくとも店
舗網的には残していた。
他方、b）図において黒塗りすなわち神戸銀行グループの店舗シェア100%の市区町は、摂津
地域の阪神間・北摂地域、および、姫路市より北側の4町と三田市およびその北側の1市4町で
あり、後者は先にa）図における神戸銀行グループ店舗シェア100%地帯として指摘した地帯と
b）神戸銀行グループと県下合同3行*の店舗数合計を母数とした場合
　播州・全但・兵和の3行。ただし播州銀行の店舗には溝口・大澤銀行（1943年2月被合併）
の店舗を含め、全但銀行の店舗には但馬貯蓄銀行（同年12月被合併）の店舗を含める。
出所：図表10に同じ
*
－35－
戦中期銀行合同過程における神戸銀行の店舗展開（後編）（由里）
おおむね重なる。すなわち、a）図およびb）図を併せ見て、神戸銀行が銀行諸行のなかで独占
的な店舗数シェアを有していたのは姫路市北方および三田市北方の両山間域のみ、ということ
になり、大都市圏ならびに主要都市に稠密な店舗網を有する都市銀行としても、また大都市圏
外において支配的な店舗網を地理的に広い地域に有する地方銀行としても、当時の神戸銀行グ
ループはまだ中途半端な状況にあった、と言えよう。
（4）戦時下でも継続した県下合同3行との店舗網上の拮抗関係
既に本節（1）で見たように、1943年1月の日本銀行考査局による「全国銀行統合 並
ならびに
店舗
整理案」（「日銀の整理案」）において、兵庫県内の銀行合同は神戸銀行、ならびに県下合同3
行（播州・全但・兵和）の合併行を両軸とした「一県二行」で進めることが打ち出されていた
（ただし「一県一行」という最終到達目標の可能性も併記）。
同整理案に先立つ1942年10月、日本銀行神戸支店が、大蔵省の勧奨による播州銀行の溝口
銀行（本店：香寺町）・大澤銀行（本店：神戸市北区）の買収を認めた。特に溝口銀行は前掲
図表22が示す福本銀行の地盤域（播州地方山間部）と姫路市街との中間域に店舗網を有し、播
州銀行としては神戸銀行（姫路市にも強地盤を有す）が福本銀行を合併し播州山間部にも勢力
を伸ばすことを警戒しての合併策でもあった。日本銀行としては、神戸銀行側に「相当不満の
色窺わるる」ことを気に掛けつつも、上記「日銀の整理案」に記した「一県二行」路線に背
馳
ち
せぬ動きでもあり、拒む理由もないゆえ認可したようであった（以上、日本銀行神戸支店
［1942b］）。
この播州銀行による溝口・大澤両行の買収は、神戸銀行グループと県下合同3行との店舗網
上の拮抗関係を図示する上掲図表23のb）図に反映されてはいる（同図の付注参照）が、特に
溝口銀行買収の播州銀行の店舗網に対する影響、ならびに福本銀行の店舗網との地理的関連に
関して明示するため、次の図表24を掲げる。本図が示すように、播州銀行は溝口買収による
新地盤獲得により、姫路周辺（溝口銀行の店舗は姫路市域内とはいえその郊外のみに分布［1
支店・1出張所］）への西進ならびにそこからの北進を果たすとともに、自行の元々の地盤と新
地盤とを併せ福本銀行を挟撃する態勢を得た。溝口銀行の地盤域には神戸銀行も各町1か店程
度の店舗網を有するがゆえ福本銀行の孤立化には至っていないものの、そもそも播州銀行側の
「神戸銀行は『市中大銀行』として瀬戸内沿岸諸都市以外の店舗網は県内地方銀行に譲渡すべ
き」との主張（同行大西甚一平頭取の大蔵省相田銀行局長宛陳情書［昭和16年12月12日付］
（日本銀行神戸支店［1941］）を勘案すれば、播州銀行による溝口銀行買収は、神戸銀行側に
とっては「神戸銀行自身の姫路市郊外域の店舗も播州銀行側に譲渡せよ」との暗黙の脅威とし
て捉えられた可能性もあろう。
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また、合同3行のうち、もう一つ播磨地方に位置していた兵和銀行においても、1944年には
播磨灘沿岸部の軍需工場に出張員詰所を設置する（『神戸銀行史』p.222）など、新進の人口・
産業発展地域をめぐる神戸銀行との拮抗関係がなかったとはいえない。そして前段ならびにそ
の注64でふれたように、1943年11月には播州・全但・兵和3行は大蔵省の内諾も得て合併直
前までこぎつけた（日本銀行側が急遽翻意を説得）という事実からして、兵和銀行は決して神
戸銀行が業務協力・銀行合同図式において安定して頼みにできる「親密行」とは言えなかった
のではあるまいか。
以上のような、店舗網および銀行合同図式をめぐる神戸銀行と県下合同3行の拮抗関係を、銀
行業務推進の具体的様相の面から描いた記録として、東洋経済新報社編『地方金融の検討（昭
和17年版）』（東洋経済新報社［1942］）の該当箇所を以下引用したい。
「神戸銀行は有馬、多紀、氷上、美嚢
のう
、神崎等の諸郡に支店を出して、地方銀行と競合の
状態にある。（中略）［競合が］特に著しいのは美嚢郡である。ここは農具、大工道具等の
金物製造で有名な三木町のある所だが、播州、大澤の両行が地盤争奪をやっている所へ、
信用組合、神戸銀行が加わって卍
まんじどもえ
巴の乱戦を演じつつある。また姫路の近郊御着付近の製
革業をめぐって溝口、神戸の両行が酷い競争をしている。ここでは両行とも定期預金利率
が3分5厘というから、いかに無理をしているかが判る。（改段落）神戸銀行もシンヂケー
図表24　播州銀行・溝口銀行・福本銀行の店舗分布範囲*（1942年末）
*3行間では店舗所在市区町の重なり合いはない
（凡例［階調模様、塗り分け方］は、播州銀行については図表10に同じ。
なお、溝口・福本両行は「3店以上」の該当市町なし。）
出所：図表10に同じ
－37－
戦中期銀行合同過程における神戸銀行の店舗展開（後編）（由里）
ト銀行になったとはいえ、未だ地方銀行の域を蝉脱できない有様で、この部面において他
の銀行をかなり圧迫しているわけだ。」（p.119）
「［県下の地場産業で］現在比較的活況を維持しているのは、西脇の織物、三木の木工品
（主として算盤）、姫路付近の製革（特需品）、豊岡の擬革製品ぐらいである。しかもこれ
らはすべて統制組合ないしは統制会社に統合され、主たる金融は県庁所在地で行うように
なった。したがって地元において銀行の行う貸出は従来より著しく減っている。」（p.120）
播州銀行は、このように農村部・地方小都市部の銀行貸出市場が縮小傾向にあったなかでも
商工兼営農家への業務推進ならびに積極的店舗政策により貸出を増加させ好業績も維持して
いた（同pp.121-122）。全但銀行は、地盤が日本海側の農山漁村地帯で産業的には振るわぬも
のの、他金融機関との競合も少なく業績は安定的であった（同p.122）。合同3行中残る兵和銀
行は、本店所在地龍野の醤油・そうめんといった地場産業が振るわず（他の拠点市たる赤穂の
製塩業は盛況）、また播磨灘沿岸の新興工業地帯には神戸その他大手銀行に先手を打たれて入
り込めず、「消極的な営業［姿勢］」であったと評されている（同p.121）
この『地方金融の検討』特集号（東洋経済新報社編）においては、銀行合同が帰着していな
い各県につき、銀行合同の帰趨を論じているが、兵庫県に関しては下記のように「少くも全播
州を打って一丸とするが理想的形態」との結論を示している。
「次ぎに播磨地方だが、現在東播に播州銀行……西播に兵和銀行が設立され中播に福本、
溝口の両行が残っている。……問題となるのが中播の二行である。……中播だけで合同の
機運が動いた昨年八月、突如神戸銀行が福本銀行のほとんど全株式を買収してしまった。
けだし神戸銀行としては兵和銀行株も多少保有しているところより見て、播州の銀行合同
に相当の発言権を持ちたいのであろう。かようなわけで中播に残された溝口銀行の前途は
五里霧中となってしまった。記者は少くも全播州を打って一丸とするが理想的形態だと考
える。そうならぬ限り地盤争いが絶えず、また大銀行の圧迫にも対抗すべくもない。（山陰
地方に関する一段落は中略）…山陽方面は考慮を要すし、殊に全播州だけは何とか統合せ
ねば完璧といえぬであろう。しかしその場合には、神戸銀行はじめ大銀行との営業地盤・
分野の協定をするのでなければ甚だ片手落ちと言わねばならない。この点については監督
当局の善処を要望しておきたい。」（同p.121）
銀行合同図式に関する上記提案およびその論拠として挙げられた地域金融の状況と、先に同
特集から引用した「神戸銀行もシンヂケート銀行になったとはいえ、未だ地方銀行の域を蝉脱
できない有様で、［地場産業向け金融］の部面において他の銀行をかなり圧迫している」（同
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pp.119）との観察とを併せ見れば、この『地方金融の検討』特集号を組んだ東洋経済新報社の
編集部から、神戸銀行に対してもメッセージが発せられているようにも思われる。すなわち、
「自ら望んで『大銀行』となった限りは、福本銀行買収にみられるように、（大銀行として有す
べき）全国的見地からすれば国土の産業発展軸上にもない一地方の局地的な営業地盤の争奪戦
に執心する、そのようにローカルな思考・行動様式からこの際脱却し、県内地方銀行との合理
的な営業域・業務上の棲み分けを図るべき」との提案である。
これは、既に何度か引用した播州銀行大西甚一平頭取の「神戸銀行は『市中大銀行』として
県内地方銀行との分業による協調に踏み切り、瀬戸内沿岸諸都市以外の店舗網は県内地方銀行
に譲渡すべき」との主張（日本銀行神戸支店［1941］）とも相通ずるもので、また、1943年1月
の「日銀の整理案」における「一県二行」案も、それと通底するものであった。
6．神戸銀行による兵庫県下「実質的一県一行」の達成と
継続する店舗配置上の桎梏
（1）神戸銀行主体の県下銀行の大合同と「実質的一県一行」の達成
本論前編の冒頭において、「昭和戦前・戦中期の『一県一行』銀行合同政策において、兵庫
県が元々の銀行数の多さと実質的『一県一行』実現過程の遅滞・輻
ふくそう
輳ぶりとにおいて特異な事
例をなした」と前言した。その遅滞・輻
ふくそう
輳ぶりは、本論で見てきたように、下記の諸要因とも
連関し合ったものであった。
1） 兵庫県の自然・人文条件的な広大さと多様さ
2） それに由来する多数の小経済圏ならびに摂津・播磨・但馬・丹波・淡路の地域的特色と
（県単位よりも旧国単位で分立した）同郷意識（前編注24、ならびに注55参照）
3） 大都市域たる神戸・阪神間と郡部・小都市との間の人口・産業構造や発展速度のコントラ
スト
4） 戦時下における郡部・小都市のさらなる停滞と播磨沿海部の新興工業地域の台頭
5） 生産・物流の戦時統制により、特に「シンジケート銀行」にとっての東京・大都市・県庁
所在地店舗の重要度の高まり
6） 上記5）ならびに大手銀行同士あるいは中堅行との銀行合同の進展により、（大手銀行最下
位クラスの）神戸銀行にとっての業容拡大の一層の喫緊化
神戸市を本拠とし大阪・東京・名古屋・京都など大都市部での展開に主眼を置く神戸銀行と、
播州ないし但馬の地方都市から（摂津地域を除く）兵庫県内の地域金融の行方を想念する県下
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合同3行とが、「少なくとも対等合併は困難であろう」と思わせるほどに経営の目指す方向を異
にしたまま、戦時下の同じ県内にてそれなりに経営を成り立たせていたこともまた、兵庫県の
広大さ・多様性のなせる仕業であったかも知れない。
かくして同県における銀行合同は、中核的銀行の特定および地方銀行の存否といった基本
的図式さえ固まらぬ―少なくとも外部には明らかにされぬ―まま、戦時末期の1944年半
ば（6月サイパン陥落、7月東条内閣総辞職）を迎えた。（昭和戦前・戦時期の「一県一行」実
現過程がこの頃なお未実現であったのは、兵庫県の他にはしいて挙げれば福岡県ぐらいであっ
た（69）。）同年神戸銀行では、3月20日の大蔵省の店舗強制疎開命令に従い、翌4月に神戸・西
宮・明石・姫路・飾磨各市等の都市部「有力」12支店・3出張所を「断腸の思い」で廃止した
（神戸新聞昭和19年3月21日、『神戸銀行史』p.279）。「阪神間～神戸～播磨沿岸部」という同
行の本来的な営業地盤が、その都市域・工業地域という性格ゆえにこそ敵機空襲の標的となる
という巡り合わせを招来したがゆえであった。
実際には、この時期において兵庫県内の銀行合同の動きは、むしろ最終到達点すなわち「一
県一行」へと向けて進んでいた。すなわち、前年11月下旬の播州・全但・兵和合併撤回工作
（注64参照）以来、日本銀行（主に神戸支店）そして副次的には兵庫県は、神戸銀行側が主張
する「（一挙）一県一行」方式での銀行合同実現のため関係4行（神戸・播州・全但・兵和）な
らびに大蔵省と折衝を重ねていた（その詳細は別稿において日本銀行金融研究所アーカイブ資
料［前編注10参照］を用い詳述する予定）。そして1944年9月5日、神戸・播州・全但・兵和・
福本5銀行の「合併の基本要綱に関する申し合わせの調印」（兵庫県成田知事談）がなされ、実
質的な「一県一行」の銀行合同実現への方向が定まった（『神戸銀行史』p.210、神戸新聞昭和
19年9月6日［この頃、既に夕刊は停止］）。
すなわち、結果的に兵庫県では、前節（3）で紹介した東洋経済新報社『地方金融の検討』
特集号で提言された「全播州を打って一丸とする理想的形態」も、1943年1月の「日銀の整理
案」における「一県二行」の図式も、過渡的にも実現することはなかったのである。
なお、上記昭和19年9月6日付神戸新聞は「合併基本条件の調印」がなされたと記事本文で
述べ、兵庫県成田知事の「合併の基本要綱に関する申し合わせの調印」がなされたとの談話を
載せているが、『神戸銀行史』pp.210-212には合併5行各々から2名の委員を出しての合併協議
委員会がその後に発足し議論が兼ねられ、それにより初めて合併比率、合併行の役員・商号等
基本的合併条件が決められたと記されている。日本銀行金融研究所アーカイブ資料中にも上記
9月5日付の合併関連調印文書は見当たらないがゆえ、上記9月6日においては内容のある合併
契約はまだなく、戦時末期の情勢下（70）、おそらく大蔵省・日銀・県当局の後押しで、合併する
旨の「申し合わせ」のみがなされたということなのであろう。
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その「申し合わせ」後に開始（9月12日）され11月21日まで10回開催された合併協議委員
会に関し、『神戸銀行史』p.211は「慎重な協議の結果」、（1）均等な合併比率（ただし事前増
資額は当局一任）ならびに（2）存続銀行の役員数・人選・役職割当ならびに商号の決定の当
局一任（意見一致せざるにより）が決まった、と述べる。しかしながら実のところ（これもま
た詳細は別稿に譲るが）上記合併協議委員会においては、新銀行の性格の如何（兵庫県を束ね
る地方銀行なのか都市銀行なのか）に始まり銀行名、合併比率、役員構成等々、およそ上記9
月5日において申し合わせられたという「合併の基本要綱」で一体何が取り決められたのかと
思わせられるぐらい、合同3行側と神戸銀行側との意見対立は激しかった。恐らくは、最後と
なった第10回合併協議委員会（1944年11月21日）において、日本銀行門川神戸支店長が「……
最近内外の空気は頓
とみ
に緊迫し、大蔵省および日本銀行としては事情の如何にかかわらずかかる
問題の遷延を許さざる方針をもって、自分は可及的速やかに議事を取り纏
まと
むべく［本省・本店
に］確約し来たれり（後略）」との強い言辞で議論終結を銀行5行側の委員たちに迫ることがな
かったならば（71）、合併は少なくとも先送り（そしてその場合戦争末期の混乱と敗戦により立ち
消え）になっていたかも知れない。
この時期、前述のように既に全国的には銀行合同の動きは終息しつつあり、翌1945年央に
は、佐藤［1991］p.557が三和銀行による大和田銀行（福井県）の合併に関し言及するように、
大蔵省の一県一行に関する方針も「余りに手数のかかるものはこの際中止いたしたき」（引用
者ひらがな表記に改め）といったものに変化した。それに鑑みても、『神戸銀行史』p.210が
「県下銀行の大同団結を図り一県一行を［事実上］完成した」と記す1945年3月27日の神戸・
播州・兵和・全但・福本5行の合併は、「一県一行」推進派であった神戸銀行ならびに金融当
局・県当局にとり、いわば「ラストチャンスを逃さずホームベースに駆け込んだ」かのような
成果であった。その金融当局たる日本銀行が戦後間もなくして次の一文を記した際、おそらく
この兵庫県の事例もまた、意識されていたのであろう。
「太平洋戦争中の銀行集中政策はかくて長きにわたる政策の最後の段階しかもこの政策
の目的地である段階に到達したが、しかしそれがほぼ目的を達したときには久しい日本の
侵略戦争も既に終幕に達していたのである。」（日本銀行調査局特別調査室［1948］p.224）
（2）1945年の終戦までの小規模銀行の帰趨
前段で記した神戸・播州・兵和・全但・福本5行の合併後も、日本海に面した漁業金融の香
住銀行、ならびに三和系の神戸湊西・恵美酒両行（注65参照）、および神戸貯蓄銀行は県内に
残っていた（72）。
それらのうち、神戸湊西・恵美酒の両行は、1945年2・3月に三和銀行の100%子会社となっ
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たが、当局の「一県一行」の方針に従い三和銀行がその持ち株を神戸銀行に譲渡することと
なった（『神戸銀行史』p.213、佐藤［1991］pp.554-555）。同買収は同年4月21日に実行され
（「銀行事項月報」p.720）、神戸銀行は買収2行の4支店を承継した（『神戸銀行史』p.280）。
次いで1945年5月、神戸銀行は神戸貯蓄銀行を合併し、7支店・15代理店が加わった（『神戸
銀行史』pp.214,280）。
さらに終戦間際の8月2日、神戸銀行は住友銀行より池田実業銀行（7月1日住友銀行が合併
〔「銀行事項月報」p.721〕）の兵庫県内店舗網を譲り受け、5支店・5出張所を加えたが、尼崎・
伊丹2支店は住友にとどめ置かれた（『神戸銀行史』pp.213,280）。尼崎市・伊丹市は池田実業
銀行の兵庫県内営業域のうちでも発展性が高く地域的中心でもあった（4節（2）参照）ため、
同じ都市銀行業態とはいえ住友銀行の側のより優れた駆け引き能力―あるいは当局に尊重
される度合いの「格の差」であろうか―が示唆される（佐藤［1991］は三和・住友両行とも
に戦時下の銀行合同に際し自行の経済的得失を見据えた立ち回り方をしたと述べる（73））。
これらの銀行合同ならびに店舗譲渡等の結果、香住銀行（74）の本支店および県外大手銀行等
の神戸・阪神間・姫路等の主要都市域店舗を除き、わずか10年前（1935年末）には普通銀行・
貯蓄銀行45行（2節（1）c）参照）に分散していた兵庫県内の銀行店舗ネットワークは、設立
9年足らずの神戸銀行が一手に掌握することとなったのであった。
（3）戦後に持ち越された「店舗配置上極めて不合理な点」
本節（1）で記した神戸・播州・兵和・全但・福本5行の合併により、神戸銀行の店舗網は
105支店・16出張所を加え、さらに（2）で記した神戸湊西・恵美酒・神戸貯蓄・池田実業4行
からの店舗が加わり、「［昭和］20年に入って店舗数の増加は著しくほとんど倍増した」（『神戸
銀行史』p.280）。
もっとも、これらの合併により、本論が副題にも掲げて着目してきた「余りにも濃厚な地域
的限定性という矛盾」（前編冒頭の『神戸銀行史』p.151からの引用文参照）が解消したわけで
はなかった。
『神戸銀行史』p.210は、神戸・播州・兵和・全但・福本5行の合併は「県下銀行の統一とい
う大乗的見地」により同行が構想した「大同団結」策である、と述べる。しかし他方、その合
併が同行店舗網にもたらした影響の受け止め方に関しては、明らかに不
ふしょう
請不
ぶしょう
請な様相を包み隠
さず次のように記されている。
「……これらの店舗はいずれも当局の強い「一県一行」の方針にしたがって承継したも
ので、店舗配置上極めて不合理な点があった。これは同時に都市有力店舗が強制疎開や戦
災で廃止を余儀なくされたことと相まって、創立以来当行が営営と努力して築き上げて来
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た店舗の合理的配置の成果を著しく削ぐものであった。しかし金融統制の極度にまで強化
され、ほとんどの店舗が預金専門店と化しつつあったなかでは、このようなことも甘受す
るしかなかった。」（同pp.280-281、下線引用者）
店舗網の変転、店舗数の対人口比、他銀行群との比較での店舗シェア、等々を詳細に追う、
という本論の作業軸からすれば、上記引用文を終戦時点や1945年末時点における店舗データ
や人口データに照らして検証する、という作業を行いたいところであるが、本論が依拠してき
た『銀行総覧』も1942年末データで途切れ、筆者が入手し得た限りでは金融通信社『銀行年鑑
1950-51』所載の1950年前半のデータが次なるデータとなってしまう。
終戦からその1950年の間には、「県下農山村地帯における店舗網の合理化も、ほぼ完了の域
に達した」（『神戸銀行史』p.424）とともに、1948年以降は当局の店舗政策も都市店舗拡充の
追い風に転じた（注60参照）こともあり、「当行の店舗網は全く面目を一新した」（同p.428）。
この期間における金融機関規制、銀行界の動静、地域的・全国的な産業・人口の状況などに照
らし神戸銀行の店舗政策を論ずることは、論題上も戦時期以前に限った本論の検討範囲を超え
図表25　終戦後の神戸銀行の店舗配置の推移
出所：『神戸銀行史』p.425（原表の「昭和28年3月」の欄は割愛）
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るものであるが、以下に『神戸銀行史』に掲げられた「店舗配置の推移」の表のみ、紹介して
おきたい（図表25）。
そしてこの図表25との関連で、本論の最後にあたり、兵庫県の戦時下での銀行合同が県下
銀行の総体的・集合的な店舗網に及ぼした影響を一瞥
べつ
すべく、以下3つの主題図を掲げておく
（図表26～28）。
最後の図表28により、図表25が示す神戸銀行の積極的な店舗再配置戦略の店舗網上の影響
が示される。同図の1950年店舗データには出張所（データ出所たる『銀行年鑑1950-51』には
出張所の所在地情報がなく県外含め41ヵ所とのみ記載［なお本支店数は県外含め130店］）が算
入されていないため概括的把握の域にとどまるが、阪神間諸市（芦屋・西宮・尼崎・宝塚）の
図表26　実質的「一県一行」銀行合同に参加した県内
11銀行*合算の県内店舗**分布（1942年末）
* 香住銀行を除く　　**計240.5店（出張所は0.5店換算）
出所：図表10に同じ
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店舗数の比重が最も増加し（+2.0％以上）、明石市（+1.3％）がそれに次ぐ。他に神戸市（旧
市街5区と東灘区）および西脇市（ともに+1.1％）、洲本市（+0.9％）、加西市（+0.6％）など
も比重が増えている。
しかし、その他の大半の市町は店舗数上の比重が減少しており、白抜きの"×"で示された諸
町で少なくとも支店がなくなった（出張所に関しては調べられていない）ほか、市域でも三木
市（-2.9％）、赤穂市（-1.8％）、龍野市（-1.6％）では比重の減少幅が1.5%を超え、姫路市・
加古川市といった播州地域の中心的都市も-1.2%となっている。
図表26に描かれた合同参加11銀行の総体的店舗網が、県下全市区町にほぼ遍
あまね
きものとなって
いるのに比して、図表27に描かれた神戸銀行の店舗網（『銀行年鑑1950-51』によれば香住銀行
図表27　1950年における神戸銀行の本支店*分布
* 県内本支店計114店（出張所は算入せず）
（2000年時点の市区町界により集計・作図［神戸市の区も同様］）
出所：金融通信社『銀行年鑑1950-51』にもとづき筆者作成
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は同時期わずか4本支店なので実質的に県内銀行全本支店に近い）は、どう解せられるのであ
ろうか。それは、戦時末期の合併協議時に播州・全但・兵和銀行側が繰り返し主張した「（農
村部を含めた）兵庫県の銀行」（75）として相応しいものであるのかどうか？もしそれら3行主体
の地方銀行が並存する「一県二行」状態が実現したり、あるいは1945年3月の5行合併未実現
のまま戦後に至っていたら、如何ようであったのか？
図表28　図表26所載の合同参加11銀行合算の店舗分布（1942年末）と
図表27所載の神戸銀行の店舗分布（1950年6月）の
地域的比重の増減※
※地域的比重の増減（%） ＝
当該市区町の店舗数（1942）
−
当該市区町の店舗数（1950）
兵庫県内全市区町の店舗数（同） 兵庫県内全市区町の店舗数（同）
出所：図表10に同じ
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（4）結びに代えて
本論1節（2）a）で前言したように、今まで銀行史でほぼ用いられることのなかった図表26
～28のような主題図は、銀行合同の過程を空間的に可視化（今日流には「見える化」とも言え
よう）する有用なツールである。本論で行ってきたようにさまざまな切り口から店舗網の変転
や銀行間の拮抗図式を図化することは、同過程が銀行店舗網にもたらした変容という歴史的事
実のより精緻な叙述に寄与するとともに、「立ち消えになった銀行合同が起こっていたら」、あ
るいは「かろうじて実現した銀行合同がなかりせば」といった種々の仮想シナリオに関しても、
店舗網上の帰結についてのシミュレーションを可能にする。
もっとも、本論ではそのような「歴史的if」にまでは及ばなかった。県下合同3行とりわけ播
州銀行が主張した「広大な農山漁村地域をも擁する兵庫県において地方銀行はすべからく存立
せしむべし」という理念の有意性は、それが「失
ロ ー ス ト ・ コ ー ズ
われた大義」（出口・越智［1959］p.310）と
いう言葉を想起させもするからこそ―M.ウェーバー流（ウェーバ ［ー1965］pp.60-61）に言
えば―価値判断混在のリスクを多分に内包し、軽々には論じ得ない。それでもなお前掲図表
28などは、「地方銀行ありせば」との「歴史的if」に関する想念を掻き立てざるを得ない（それ
以降神戸銀行がたどった「太陽神戸銀行」、「太陽神戸三井銀行」［改称後「さくら銀行」］、そし
て「三井住友銀行」、という現在までの変転を鑑みればなおさらであろう）。結果として、前段
の最後に記したようにいくつもの残された疑問・課題を抱えつつの擱筆となってしまったが、
それらに関しては他日を期したい。
【付記】本論は中京大学企業研究所2009～2011年度プロジェクト研究助成（プロジェクト名「わ
が国のコミュニティ・バンクの揺籃期に関する研究」）の成果である。
注
（36）「シンジケート銀行」の呼称は本論で繰り返し引用する『神戸銀行史』所載の昭和戦時期の諸文書
（主に当局宛、本論でも後に引用）にも頻出する（表記法は「シンヂイケート銀行」）。「都市銀行」の
呼称は同時期のたとえば東洋経済新報社（編）［1942］「総観」中のp.22などに、「都市大銀行」の呼
称はたとえば同書中の結城［1942］p.9に、また「大銀行」の呼称は同書中の県別記事の処々（pp.42,
71,119など）に見られる（そのように同書中でも用法は定まっていない）。
（37）前編注12でも記したとおり、後藤［1981］pp.597-599所載「府県別普通銀行推移表」により昭和元
年から20年にかけての県別普通銀行数（毎年末）を一覧することができる。それによると昭和11年
末（1936年末）の兵庫県の銀行数は34行で全道府県中一番多く、2位福岡29行、3位静岡20行と続い
ていた。
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（38）図表10の表示対象である「県下合同3行」（播州銀行、全但銀行、兵和銀行；「県下」という語句は
『神戸銀行史』p.210の「…兵庫県下には［それら三行］が相次いで設立された」との記述にしたが
い、おおむね「県庁所在地たる神戸市（旧市域）以外を店所在地とする」という意で用いる）は、す
べて1941年8月までに設立されていた。したがって、店舗網に関する統一的かつ信頼性のある情報源
として年一回刊行されていた大蔵省銀行局『銀行総覧』に拠る場合でも、（1）同書の第48回（1941年
12月末データ）を用いて同図表を作図するのが本来自然であろう。しかしながら、本論後編の主題が
1945年終戦直前期の神戸銀行によるそれら3行を含む県下諸行の大規模合併（実質的「一県一行」の
達成）であり、（2）その合併の店舗網上の構図を明らかにする上では、同大規模合併により近い時期
における県下合同3行と神戸銀行の店舗網の拮抗図式を描出することが有用であろう（もっとも『銀
行総覧』は第49回までしか刊行されなかったため、1942年12月末データがその意味での最善のもの
となる）。これら（1）（2）を併せ勘案し、本論では戦時期の銀行店舗網の地理的分布・拮抗図式にか
かる図表10以下の主題図はすべて『銀行総覧』第49回に依拠し1942年12月末時点で作成したものを
用いることにする。
　なお、県下合同3行はいずれも、設立時以降1942年末に至る期間において追加的な合併や営業一部
授受を行っておらず（後藤［1981］pp.694-698所載「太陽神戸銀行沿革系統図」）、また実際『銀行総
覧』の第48回と第49回との比較で県内店舗数等に大きな変動はないため、図表10が示す1942年末の
同3行の店舗網の概略は1941年末時点のそれと大差ないものと思われる。
（39）県下合同3行の他の一行、兵和銀行の設立（1941年8月）に際しては、神戸銀行は同行株式1万株の
引受ならびに役員2名の派遣を行っている（『神戸銀行史』pp.156,222）。日本銀行が1943年秋以降兵
庫県下における「一県一行」の実現に向け尽力するに際しても同3行のうち特に播州銀行の抵抗が強
かったことは、日本銀行百年史編纂委員会［1984］p.438所載の門川神戸支店長の大蔵省舟山普通銀
行課長宛書簡（1943年11月）の次のくだりにも表れている。「…今日迄は敢て急追を避け三行就
なかんづく
中播
州と神戸銀行との関係を円滑密接ならしめ、其歩み寄りを促進する様指導し来れることに有之候」（同
書掲載文のまま、ルビは追加）。ちなみに、この『日本銀行百年史』の第2章5.（3）「太平洋戦争下の
銀行合同と当行」において、兵庫県の事例のみが独立した小見出しのもと叙述されており（pp.437-
439）、同県における銀行合同の達成が日本銀行当局にとっても特に難産の部類に属するものであった
ことを示唆している。
（40）『神戸銀行史』p.220などにおいては銀行名も本店所在地名も「竜野」と記されているが、『銀行総
覧』第47回（昭和15年末）所載の銀行名・本店所在地名、ならびに戦後1951年の合併・市制施行以降
の市の名称が「龍野」である（「角川地名大辞典」編纂委員会［1988］pp.1832,1836）ことから、『神
戸銀行史』からの引用文の場合以外は「龍野」に改めた。（なお、「竜野」という書き方は合併・市制
施行以前の「竜野町」につき戦後の表記法で記す際に用いられるようである［同p.1836］。）
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（41）『神戸銀行史』巻頭の岡崎忠頭取による「序」（頁数は付されていない）には次の一節がある。「［1936
年7行合併による発足の］その後、当行は順次兵庫県下における爾余の銀行の合併吸収を進めて、行
礎を固めつつ国家と艱難を共にしたのであるが、今日においては、都市銀行の一として全国主要都市
に店舗を拡充し、外国為替業務にも積極的に進出して、ロンドン・ニューヨークに駐在員事務所を設
置するなどめざましい躍進をとげるに至った」。同史が執筆された1950年代後半は既に高度経済成長
期に差し掛かっており、このような筆致の背景には、大・中堅企業部門ならびに都市部人口・産業の
発展を背にした都市銀行業界全体の勢い・自信も手伝っていたのではあるまいかと思われるが、いず
れにしても往時（『神戸銀行史』は1958年刊）の神戸銀行経営陣にあっては、その「都銀化」の主た
る原動力の一つであった兵庫県内銀行合同の評価は肯定的たらざるを得なかったであろう。
（42）図表11にある百三十七・中丹の県外支店はいずれも京都府内のもので、これらは丹和銀行が買収し
た（『神戸銀行史』p.213、「銀行事項月報」昭和17年6月分）。
（43）昭和16年12月19日付、八馬頭取の大蔵省山際銀行局長宛具申書（日本銀行神戸支店［1942a］pp.
443-447所収、うち百三十七銀行買収に関する部分はpp.445-446）の「希望条項」の二、（1）には次
のように記されている。「（1）百三十七銀行を至急弊行に合併せしむること（改行）（理由）（イ）同
行は県下の他の本店銀行と異なり従来小規模ながら都市銀行としての形態を整うべく鋭意努力しきた
るものにこれあり。かつ同行との合併問題は多年の懸案にして、また双方の熱望するところに御座候。
（以下略）（ロ）丹波地方と播州方面との経済関係は丹波地方と京阪神方面との経済関係に比し遥かに
少なく候。（以下略）（ハ）殊に同行地盤中最も重要なる福知山市には製糸布工場として鐘淵紡績、郡
是製糸等のごとき大工場これあり。（中略）しかるにこれらの金融はいずれも大都市銀行において行わ
るるの実情にこれあり。したがって弊行において同行合併の上はこれらの要望に最も即応し得る次第
と相成り申し候。（以下略）（ニ）弊行はシンヂイケート銀行として多年大都市に支店設置を要望致し
おり候ところ、幸い同行が京都府内枢要の地に店舗を有するため、同行の合併によりこれらの店舗を
弊行に譲り受くることを得れば、これ最も自然的なる方式において弊行の要望を一部充足し得る次第
にこれあり、かつこれにより県下金融界整備の一端をも果たし得る次第と存じ候。（漢文返り点式読
み・漢字字体・仮名表記を現代式に改め、句読点補充）
（44）1942年6月20日の中丹銀行分割買収と同日、神戸銀行は丹和銀行の兵庫県下5支店のうち中山支店
（後の丹東町に所在）を除く4支店（後の氷上町・山南町・春日町に所在）を譲り受けた（『神戸銀行
史』p.213、「銀行事項月報」昭和17年6月分）。
（45）図表11の表上方欄外に計算式を記した「払込資本利益率」は、東洋経済新報社［1942］の「行別累
期業績表」（pp.157-221）の「利益率」としても用いられており（ただし［払込］資本額は図表11に
おけるように期末ではなく期初期末平均を使用）、当時も用いられていた利益率指標である。
（46）堀江［2008］第9章（直接的には近年の信用金庫同士の合併と収益性・経営効率との関連にかかる
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論考）は、近隣の地域金融機関同士の合併につき、合併後に店舗・人員配置上の見直しが行われてい
くことによってこそ合併効果の発現に貢献すること、合併する前に抱えていた不振貸出先への対処に
より収益性が損なわれることもあること、主要都市部以外での合併では貸出先不足から合併効果が結
局それほど発現しないこともあること、などを論述している。
（47）牧村［1980］pp.368-369は、昭和10年代の合同を経た地方銀行の収益状況に関し、「…［昭和不況
期の］きびしい経営環境の中で健全経営を実現したものだけが生きのびることができたのである。（改
段落）しかし、昭和11年頃を境にして地方経済は好転しはじめ、地方銀行の経営環境は大きく変わっ
た。地方銀行の経営内容も急速に改善され、合同によって規模も大きくなり、銀行経営は安定化の方
向を進めた」と述べている。
（48）通常のHHIでは、図表13の「店舗HHI」算出式のBSjの代わりにMSj（対象地域における銀行#j の
預金・貸出金額等のマーケットシェア）が用いられ、ある地域における銀行（より一般的には同一産業
の企業）相互間の競合度の強弱を測る測度として、独占禁止政策（たとえばDickandHannan［2010］）
や銀行業の実証研究（たとえば細野［2010］第3章）などにおいて利用される。対象地域における1
つの銀行のマーケットシェアが100%の場合、HHIは10000となり、他方、たとえば10の銀行が10%
づつのシェアを等しく有する場合、HHIは1000となる。米国の銀行業に関しては、概ねHHIが1000
未満の場合「非集中的」、1000～1800の場合「やや集中的」、1800超の場合「かなり集中的」とされる
（Amel［1996］p.14,DickandHannan［2010］p.422）。
（49）神戸銀行が当時の有馬町に、播州銀行が当時の淡
お う ご
河村に、各々1支店を置いていたが、これら町村は
距離的にも地域的にも隔たりが大きく、経済圏も異にしていた（図表10では簡略化のため神戸市北区
全体を摂津地域に入れているが同区西端部の旧淡河村は旧国界上は播磨に属していた；他方の有馬町
は有名な温泉地で神戸・大阪の大都市域との結びつきが強かった）。
（50）近年の近代史学においては日中戦争と太平洋戦争期とを合わせ1937年7月から1945年8月までを「戦
時期」と認識することが通説のようである（古川［2012］第Ⅱ部、後藤［2011］など）。もっとも、そ
の通説の一環をなすものと見受けられる吉田［2007］が1941年12月8日をもって「アジア・太平洋戦
争」の「開戦」と捉える（p.9）ように、太平洋戦争への突入をもって一層本格的な「戦時」に入っ
たとの捉え方がないわけではない。また経済史分野においても、太平洋戦争期にその開戦準備期（1～
2年程度）を加えて本格的な「戦時経済（体制）」の時期として認識する見方がある（たとえば原・山
崎［2006］、山崎［2011］第1章）。
（51）『伊丹市史』が引用する住友金属工業㈱社史の次のくだりは、「地方分散」の国策にもかかわらず、
当の製造業企業自身が大都市部隣接郊外への立地「分散」を好んだ事情をよく表している。「［伊丹市
街近郊の高台に位置する稲野村昆
こ や
陽は］何よりも、閑寂で空気の清澄なのが、精密度を必要とする工
場の敷地としては理想郷と思われた。付近には伊丹・西宮に通う舗装道路があり、停車場には少し隔
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たっているが、阪急電車新宝塚線が伊丹から伸びてこの辺りを通過する計画があった。」
（52）太田［1995］p.1156。なお、前編p.69に記したように、本論では戦前の市区町村域からの変遷につ
いては別記しないかぎり同書に依拠する。本注の直接の対象である「広畑町」については、同書にて
は「広畑村」と記されているが、姫路市史編集専門委員会［2002］pp.645-646（現姫路市域の1941年
当時の旧市町村一覧を表示）ならびに『銀行総覧』第48回（1942年、大蔵省銀行局）所載の1941年
末神戸銀行広畑支店の住所表記により、「広畑町」が正しいと考えた。
（53）大久保村の主要工場とその社宅地は、山陽本線西明石駅から大久保駅にかけての耕地・ため池等を
整地して展開しており（山口ほか［1977］pp.174-175）、本文中で述べた伊丹市の場合と同様、大都
市圏（この場合は神戸市）の郊外型の立地と見ることもできよう。
（54）藤井［2004］は、その第4章第4節「新産業都市と工業整備特別地域」において、該当21地区の1970
年代後半までの重化学工業化・都市化の達成状況を因子分析によって検証している。それによれば播
磨工業整備特別地域は両側面とも達成度が高い少数の地域の一つと評されている。
（55）神戸新聞社学芸部［1979］の「兵庫県人会―一世紀でも生まれぬ連帯感：五ヵ国、三道、十九藩の
特異性」（pp.9-13）に、「播州の夜明け。六甲連山（摂津国）の上に太陽が昇りつつある。」とのキャ
プションを付した大きな写真が掲載されている（pp.10-11）。私事に属するがその摂津国側（西宮市）
に居住する筆者にとり六甲連山は夕陽が沈む場所であり、同写真は播州側と神戸側の見方や気質の差
異そして両者の間の距離感（特に播州側から見て）につき筆者に考えさせる契機の一つとして印象的
であった。
（56）神戸新聞1944年3月8日「市制［･］拡張［･］町村合併ら今後一年間は行わず　県下の三合併も取
止め　あげて戦力増強の一点に集中」の記事による。同停止措置に関し補足すれば、1944年3月7日
に内務省は、決戦非常措置要綱（同2月25日閣議決定［『近代日本総合年表』p.338］）の第10項「平
時的または長期的計画的事務および事業の停止」に則り、市制の施行、市域拡張、町村合併を1年間
停止した、ということである。なお、上記記事が「県下の三合併」と呼称する他の合併事案は「神戸
市、明石市及び明石郡の地域」および「神戸市及び武庫郡西部6ケ町村の地域」であった。
（57）『神戸銀行史』pp.43-44によれば、統括店制度は同行創立の1936年12月より1939年6月まで採られ
た同行独自の制度で、各地域の特殊事情に即応した業務上の方策をとるため、また事務の統制・簡捷
のために3つの統括店が置かれた。中央統括店は業務部（神戸市、旧神戸岡崎銀行本部）が当たり神
戸地区・大阪地区の店舗と東京支店の計33か店を統括した（店舗数は創立当初、以下同様）。東部統
括店は西宮支店（旧西宮銀行本店［同巻末資料編p.49］）に置かれ、西宮市を中心とした阪神間14か
店を統括した。最後に西部統括店は姫路支店（旧三十八銀行本店［同前p.50］）に置かれ、明石郡大
久保町以西の播州地域46か店を統括した。
（58）『神戸銀行史』巻末資料編pp.66-73所載「廃止店舗」の一覧表によれば、1941年10月18日に龍野
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支店、揖保支店（以上、後の龍野市に所在）、鵤
いかるが
支店（後の太子町）、山崎支店（山崎町）、ならびに
上郡支店（上郡町）を兵和銀行に譲渡している（カッコ内に記した支店所在地については『銀行総覧』
第47回［昭和15年末］所載の神戸銀行の支店データを参照した）。
（59）筆者は、戦時期の店舗行政の実際の運用に関する資料を探し得ていない。しかし、①後藤［1968］p.
202が紹介する法律制定時の銀行局長による銀行法（旧）主要条項の趣旨説明（第6条に関しては「不
当の競争を防止すること」が目的）、②銀行法に先立って大正12年（1923）の「銀行取締方針」にもと
づき翌年より厳格な支店設置規制がなされていたこと（同pp.202-204）、③戦後大蔵省が銀行店舗行
政の主導権をGHQから取り戻した後（1949年9月「銀行店舗の整備に関する取扱方針」以降）も「過
当競争の防止に主眼が置かれ、この目標と…銀行経営の健全化の目標とが合体して、銀行店舗の新増
設は…おおむね［昭和］20年代はきびしい抑制的な行政方針が貫かれた」こと（小林［1978］p.40）、
以上にもとづき、戦時期においても抑制的な店舗新設認可行政が行われたものと推測する。
（60）店舗の配置転換（既設店舗を廃止しその見返りとして取引先の著しく異なる場所に店舗を新設する
こと［島田［1995］p.39］；これも旧銀行法第6条認可事項）という制度は、1949年9月24日「銀行店
舗の整備に関する取扱方針」（銀々第832号通達）において導入され、昭和20年代を通じて活発に利用
された（小林［1978］、以下も）。同方針では、その「方針」部分において「…経営合理化の見地から
各銀行夫々の地域的な経済事情或は経済的要求に最も通じた店舗配置を図るため配置転換を促進する
ことを原則とする」と明記され、また「要領」の「（6）店舗の配置転換」の項では「店舗の合理的再
配置を図るため必要があるとき、又は当該地域の経済事情の変化に即応する必要があるときは店舗数
の増加を来さず、むしろ原則としてこれを減少することを条件として店舗の配置転換を認めるものと
する」と記されている。本論で後に言及するように、神戸銀行も戦後はこの配置転換制度を活発に利
用するようになるが、もちろん戦時中の同行には、兵庫県の農村部で余剰気味の店舗が大都市域の店
舗へと「転換」できる制度など、予期すべくもなかったであろう。
（61）日本銀行は戦時態勢がピークであった当時、軍事予算に呼応し著増する国債の市中消化を図りイン
フレを防止する、という強力な国家的要請の遂行を迫られていた（佐藤［2000］pp.179-180）。この
ように国家的レベルの政策的要請に日本銀行の権限・組織の範囲内で応え得る政策手段として、銀行
合同とりわけ地方銀行同士の合同も日本銀行自身の課題として重視すようになったのであろう（実際
の銀行合同とりわけ地方レベルにおいては全国支店網を有する日本銀行が大蔵省にも増して重要な役
割を果たした［同pp.177-178、日本銀行百年史編纂委員会［1984］p.426］）。また、日銀各支店の現
場においては、銀行合同は預金吸収面での金利競争緩和や経費率の低下等、経営効率の改善にも寄与
すると考えられてもいた（佐藤［2000］pp.180-181；岡崎［2001］pp.8-9［ただしpp.10-13の検証
によればそのような効率改善は必ずしも実現せず］）。他方、日本銀行はシンジケート銀行諸行を結成
主体とした全国金融統制会の事務局ともなり（新たに設けられた考査局がそれを主管）、1945年4月に
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はその考査局も統制局と改称し同統制会とほぼ一体化する（『神戸銀行史』p.171）など、前記の地方
銀行に対する働きかけの強化と併せ、統制機関としての役割を強めた。
（62）山崎［2011］pp.96-110もまた、金融統制会の実際の「計画」達成方式が、統制強化や指導者原理
を主張する革新官僚の意を体せず、業界組織と個別金融機関の間の自律性と協調とによるものであっ
た、と述べる。なお筆者も1930年代半ばに関してであるが、由里［2010］p.8において、銀行界では
（当時の一般的風潮とは異なり）自由主義的な風潮が存していたことを指摘した。
（63）洲本支店の開設経緯に関し、『神戸銀行史』p.148は「店舗の箇所を積極的に推進」したその一環、
との書き方であるが、淡路銀行の破綻劇に関しては日本銀行調査局（編）［1988］は「淡路銀行再建整
理案の破綻」との小見出しを付し3頁にわたって日本銀行神戸支店の報告書4篇を収め、また淡路信用
金庫［2007］p.3は「［1930年8月の淡路銀行再閉店］以後淡路島は金融不毛の地として中小企業者、
産業人の苦悩の時代が［1937年の神戸銀行の支店進出、信用組合洲本金庫の設立まで］続くことにな
る」と述べている。このような諸資料からみて、洲本支店の開設も金融当局や淡路島の行政当局等に
乞われたものであった可能性もあろう。
（64）同記事から約1か月後の11月20日、播州・全但・兵和の3行合併は大蔵省舟山普通銀行課長の了解
を得るところまで進んだが、日本銀行門川神戸支店長が急遽再考を促して回ったため進捗しなかった
（日銀アーカイブ「検索番号」8304の資料［前編注10参照］中の昭和18年11月22日付の日本銀行神
戸支店の記録［記名なし、同支店業務便箋に記載］、ならびに日本銀行百年史編纂委員会［1984］pp.
437-438）。
　なお、この11月20日の直前、昭和18年11月17日（日刊）の神戸新聞には「県下八銀行を一つに　
統合案漸く明確化」と題した記事が載り、「最近の時局の苛烈さは抜本的な手をうつべしとの機運を醸
成し、ついに一行案にと進展し、大蔵当局もかかる意向を有しているので神戸銀行を統合主体とする
一行案はもは決定的とみて間違いないまでに立ち至った」と断定調で「一県一行決着」を伝えている。
このような報道は、本文にて引用した昭和18年10月23日付神戸新聞記事をも含め、新聞業界で言わ
れる「紙取り」（当局等の内部検討資料を出所を示さず記事化したもの〔野々村［2011］〕）の感もある
（特に上記11月17日付記事は日本銀行神戸支店または神戸銀行側が出所か）が、その真偽はつまびら
かではない。
（65）日本銀行（考査局）［1943b］は、神戸湊西銀行が三和銀行の前身の一つ三十四銀行から「特別の援
助を受け」、三和設立後も「親善の関係にある」こと、そして「神戸には絶対に行く意思なしと主張」
している旨述べている。恵美酒銀行に関しては、東洋経済新報社［1942］p.122に「（酒造業辰馬一家
の）機関銀行も漸次その存在価値を喪失しつつあるようで、最近当行は営業上三和銀行と密接な関係
を持ちつつある」との記述がある。さらに、翌1944年12月の日本銀行神戸支店［1944］には、神戸湊
西・恵美酒両行と三和銀行との間に「合併諒解」があった、と記す。なお、本文図表22（神戸新聞記
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事付図）における両行の描き方も、両行の行名を神戸銀行の勢力円の外側に記しているなど、両行が
神戸銀行の勢力圏外にある旨の表現と解せないこともない。
（66）但馬貯蓄銀行は1943年12月に全但銀行に吸収合併されている（『神戸銀行史』p.228、日本銀行「銀
行事項月報」p.705）。
（67）図表23のa）図からもb）図からも除外された銀行は、a）図に注記した日本銀行・日本興業銀行の
ほか、香住銀行（本店香住町、県内3支店・2出張所）丹和銀行（本店京都府、兵庫県に1支店）なら
びに中国銀行（本店岡山県、兵庫県に1支店・2出張所）のみである。なお、図表23のa）図において、
（前編図表7c）図［1935年末の店舗データ準拠］においてその前身の農工銀行店舗を省いたのとは異な
り）日本勧業銀行の店舗数をも含めたのは、同行が1941年・42年の勧銀法改正を期に実態的には長期
不動産銀行から普通銀行へと近づき（池上［1991］pp.333-338）、神戸銀行との競合度も高くなって
いたものと考えたゆえである。
（68）図は省略したが、神戸銀行発足時（1935年末基準）の大都市圏諸行との間での店舗シェアを計算し、
図表23に表された1942年末の店舗シェアと比較してみると、東灘区・芦屋市で約5%減、神戸市で1%
増、伊丹市で4%増、西宮市・宝塚市で6～7%増、川西市で15%増、尼崎市で24%増、となっている。
（69）昭和元年から20年にかけての毎年末の普通銀行数を示した後藤［1981］pp.597-599所載「府県別普
通銀行推移表」によれば、1944年末から1945年末にかけて銀行数が減少している道府県（除、東京・
大阪・沖縄）は、福井（2→1）、愛知（4→1）、三重（3→2）、和歌山（2→1）、兵庫（8→2）、広島
（4→1）、および福岡（4→1）の7県のみであり、それはそもそも1945年において銀行合同があった県
自体少なかったことを物語る。それら7県のうち、福井・愛知・三重・和歌山・広島の5県は、県外都
銀ないしは既定の県内中核銀による中小銀行の合併であった（同第2編「府県別一県一行主義の成立」
参照）。兵庫県を別とすれば、福岡県の場合のみ、県内第一規模の銀行（十七銀行）の規模的・店舗網
的優位性が他4行を圧しておらず、実質的に県内銀行勢力図の構図を変えた合併が1945年になって起
こった。また、同合併における、「1944年10月の大蔵省普銀課長指示（事実上の最後通告）、1945年3
月の合併談成立、同月末に新立合併実行」という、1944年秋以降1945年3月までのタイムスケジュー
ル（以上、同pp.542-545）も、兵庫県の場合と似ていた。もっとも、この福岡県の場合とて、新立の
福岡銀行が地方銀行として位置づけられたため、兵庫県のように県内に地方銀行を存続させるか否か
という重要な問題は絡んでいない。
（70）昭和19年9月9日の神戸新聞には「新兵庫銀行の誕生」と題した社説が載ったが、次のくだりなど
に、当時の「空気」（その語句もいみじくも使われている）が窺われる。「……とまれ一県一行ともな
れば、その金融資本の主的存在となることはなかなか野心的な観点からは魅力であったに違いなく、
ために統合問題にほぼ一年を要したという事実は、ガダルカナルの生存勇士や、女、子供にして従容
と祖国に殉じつつある愛国的熱情とその行動が普遍化しつつある今日の空気に照らし合わせ一寸割り
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切れぬ感を与えることは否み得ない。かかる風潮の一掃と…（後略）」
（71）引用した発言は日銀アーカイブ「検索番号」8305の資料（前編注10参照）中の「第拾回合併協議委
員会」議事録所載。
　なお、先に5節（1）において、佐藤［2000］p.177に記されている所見すなわち、戦時下の銀行合
同においても、正常な経済活動の枠組みや地方銀行・経営者の自己保全を含めた考え方は看過できな
い影響を及ぼしていた、との見方に筆者もおおむね同感、と述べた。1944年秋（10月：米軍レイテ島
上陸・レイテ沖海戦、神風特別攻撃隊開始［『近代日本総合年表』p.340］）という特に緊迫した情勢下
においても、上記合併協議委員会では合同3行側（特に播州銀行大西頭取）と神戸銀行側との間では
（相互に［別種の］「国益」―地方銀行としてまたシンジケート銀行として―を体しつつ）相当な
議論の応酬があり、そこには上記の「正常な経済活動の枠組みや地方銀行・経営者の自己保全を含め
た考え方」は確かに作用していた（その内容は別稿にて記したい）。しかしながら最後には、本文に引
用した日本銀行門川神戸支店長の言辞が「戦時金融というきわめて歪な極限状況、換言すれば、強力
な国家的要請」（同p.177）を体して立ち現れ、「［金融機関整備令という戦時下の伝家の宝刀が］金融
機関の整理統合の背後にあって厳然として無言の圧力を加えた」（『神戸銀行史』p.205、なお日本銀
行調査局特別調査室［1948］p.224にも同様の記載）ということなのであろう。
（72）本論では信託業態を考察の枠外に置いているため本文では言及していないが、そのほか、神戸信託
株式会社があり、これは1945年7月に神戸銀行と合併し、神戸銀行は信託兼営行となった（『神戸銀行
史』p.214）。
（73）「…三和銀行は、バーターの世界のなかでなにひとつ失ってはいないのである。（段落改め）三和銀
行に対する〔大蔵省・日本銀行の〕地方的合同政策の特徴は、ひとつには既得権益の保障、ふたつに
は住友銀行とのバランスという二つの原理が貫徹していたことであった。そして三和銀行はこうした
政策原理にたくみにかつしたたかに対応したのである」（佐藤［1991］p.559）。加えて、次の一層俯
ふ
瞰
かん
的な観察も、恐らく関連したものであろう。「もともと一県一行主義には単に弱小銀行の淘汰という目
的を乗り越えて巨大銀行を頂点とする中央集権制を確立しようとする隠然または公然たる意図があっ
た。だから…この合同政策の結果として生じたのは少数巨大銀行の地位が圧倒的に強化されたという
事態であった」（日本銀行調査局特別調査室［1948］p.223）。
（74）香住銀行の銀行合同への不参加に関しては後藤［1981］pp.464-465、高嶋［2003］pp.280-281など
既に多くの銀行史文献にて特筆されており、また的確な刊行資料として日本銀行神戸支店［1945］も
存するので、それらを参照されたい。加えて、神戸新聞社学芸部［1979］pp.190-194「但馬の漁業　
急成長支えた地元の美含［みぐみ］銀行現但馬銀」には、同行は元々、銀行には通例相手にされに
くい漁業金融を理解する銀行の存在を希求した水産関係者たちの出資によるものであったこと、また
1940年には地元の浦々が連名で香住銀行存続の嘆願書を出したこと、などが記されている。
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（75）日銀アーカイブ「検索番号」8305の資料（前編注10参照）中の「第四回合併協議委員会」（昭和19
年10月19日）議事録には、播州銀行大西頭取が新銀行の理念につき以下のように述べたことが記さ
れている。「一、新銀行は兵庫県の銀行なることを自覚すること　（改行）新銀行が兵庫県の中心銀行
なる以上、県下金融において県外銀行に比し一段の理解を持ち、海岸線一帯の企業金融に充分の理解
と努力を払うはもちろん、その他の農村地帯においても零細預金の取扱い、貸出を回避すべきにあら
ず。かくてまず足許を堅
かた
めたるうえ、県外はもちろん海外主要都市に店舗を設くることを当然考うべ
きなり。（以下略）」
 　なお、この大西甚一平は1945年3月の5行合併時に神戸銀行副頭取となる（頭取は神戸銀行頭取八
馬兼介が続投）が、1947年2月の公職追放により他の首脳陣とともに銀行を去ることとなった（『神戸
銀行史』pp.284,348-349）。
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